
(証券コード　5341)
2023年２月９日

株 主 各 位
大阪市中央区常盤町一丁目３番８号

代表取締役会長兼
社長 星　野　和　也

１．日 時 2023年２月27日（月曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区本町橋２番５号

マイドームおおさか（８階　第３会議室）
(会議室が前回の定時株主総会と異なっております。お間違い
のないようご注意ください。)

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第72期（2021年12月１日から2022年11月30日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第72期（2021年12月１日から2022年11月30日まで）計算書類　　
報告の件

第72回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第72回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年２月24日（金曜日）
午後５時20分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

（新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ)
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、今年度につきましても株主総会当日

のご来場を見合わせ、書面による議決権行使を強くご推奨申しあげます。
本総会は、適切な座席間隔の確保やアルコール消毒等の実施など、でき得る限り

の感染症防止対策を講じる予定ではありますが、当日ご出席される株主様におかれ
ましては、健康状態に十分ご留意の上マスク等をご着用いただき、くれぐれもご無
理のないようお願い申しあげます。

敬　具

記
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決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役に対する株式報酬型ストックオプション（新株予約権）

の発行の件
第３号議案 会社分割（新設分割）による持株会社体制への移行の件
第４号議案 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針並びに当社株式の大規模買付ルール（買収防衛策）
の導入の件

第５号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件
第６号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

○　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

○　株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.asahieito.co.jp/）に掲載させていただきます。
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現 行 定 款 変 更 案

（商号） （商号）

第１条　当会社は、アサヒ衛陶株式会社と

称する。英文では、ASAHI EITO 

CO．，LTD．と表示する。

第１条　当会社は、ASAHI　EITO ホールデ

ィングス株式会社と称する。英文

で は 、ASAHI 　EITO HOLDINGS 

Co.,LTD．と表示する。

株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１.提案の理由

　本会社分割(新設分割)により当社が持株会社へ移行することに伴い、将来の

事業拡大に備えた機動的な資本政策の実行を可能とするため、2023年6月1日

(予定)をもって商号及び目的、その他の変更を行うものであります。

２.変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 3 －



現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。

　　　　１．次の物品の製造、加工、輸出

入、売買、賃貸。

　　　　(1）陶磁器及び建築用設備機器。

　　　　(2）化成品を使用した製品及びそ

の他有機化学製品。

　　　　(3）家庭用電気機械器具及びその

他家庭用品。

　　　　(4）家具、事務用機器、木製品、

装飾品、日用雑貨品、繊維製品、

ガラス製品。

　　　　(5）電気用・理化学用・工業用セ

ラミック製品。

　　　　(6）建築材料、土木資材、緑化造

園材料。

　　　　(7）金属製品、金属加工品。

　　　　(8）医療・保健・衛生・福祉介護

用機械器具及び用具。

　　　　(9）空気清浄・水質浄化・その他

公害防止用機械器具。

第２条　当会社は、次の事業を営むこと並

びに次の事業を営む会社(外国会

社を含む。)、その他の法人等の

株式又は持分を保有することによ

り、当該会社等の事業活動を支

配、管理すること及びこれに関連

又は付帯する一切の事業を営むこ

とを目的とする。

　　　　１．以下に掲げるもの及びその部

品の設計、建造、製造、据付、修

理、解体、販売、賃貸借及びその

他の役務の提供に関する事業。

　　　　(1）陶磁器及び建築用設備機器。

　　　　(2）化成品を使用した製品及びそ

の他有機化学製品。

　　　　(3）家庭用電気機械器具及びその

他家庭用品。

　　　　(4）家具、事務用機器、木製品、

装飾品、日用雑貨品、繊維製品、

ガラス製品。

　　　　(5）電気用・理化学用・工業用セ

ラミック製品。

　　　　(6）建築材料、土木資材、緑化造

園材料。

　　　　(7）金属製品、金属加工品。

　　　　(8）医療・保健・衛生・福祉介護

用機械器具及び用具。

　　　　(9）空気清浄・水質浄化・その他

公害防止用機械器具。
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現 行 定 款 変 更 案

　　　　２．不動産の売買、賃貸、管理、

保有、運営及びその代理、仲介。

　　　　３．建築工事、設備工事、管工

事、機械器具の設置工事、その他

建設工事の企画、設計、施工、請

負、監理に関する事業。

　　　　(10) ユニットバス、システムト

イレ等建築用設備機器。

　　　　(11) 各種水栓、配管、継手。

　　　　(12) 建物その他の構築物及びそ

の部材。

　　　　(13) 空調・厨房等ビル、住宅関

連設備機器。

　　　　(14) 合成樹脂、合成ゴム、合成

皮革及びその他の可塑物。

　　　　(15) 事務機器、安全防災機器及

び公害防止関連機器並びにこれら

に関連する器材。

　　　　(16) 美容、理容、保険、衛生に

関する機器。

　　　　(17) 新エネルギー発電システム

並びに新エネルギー応用製品。

　　　　(18) 電池・電池応用製品その他

の化学・金属製品。

　　　　(19) 電気自動車・部品及び充電

設備。

　　　　(20) 情報機器。

　　　　(21) 通信機器。

　　　　２．前各号製品の原料、材料の製

造、販売及び輸出入。

　　　　３．前各号に掲げる製品の研究開

発、設計及び諸権利の貸借及び売

買。

　　　　４. 建築工事、設備工事、管工

事、機械器具の設置工事、内装工

事その他建設工事の企画、設計、

施工、請負、監理に関する事業。
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現 行 定 款 変 更 案

　　　　４．介護保険法に基づく次の事

業。

　　　　(1）介護保険法に基づく居宅サー

ビス事業。

　　　　(2）介護保険法に基づく介護予防

サービス事業。

　　　　(3）介護保険法に基づく居宅介護

支援事業。

　　　　(4）介護保険法に基づく地域密着

型サービス事業。

　　　　(5）介護保険法に基づく地域密着

型介護予防サービス事業。

　　　　５．障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

に基づく次の事業。

　　　　(1）障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

に基づく障害福祉サービス事業。

　　　　(2）障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

に基づく一般相談支援事業。

　　　　(3）障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

に基づく特定相談支援事業。

　　　　(4）障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

に基づく地域生活支援事業。

　　　　６．次の旅客自動車運送事業。

　　　　(1）一般乗用旅客自動車運送事

業。

　　　　(2）特定乗用旅客自動車運送事

業。

　　　　５. 各種建築物、構築物の増改築

及びリフォーム工事に関する事

業。

　　　　６. 不動産の売買、賃貸、管理、

保有、運営及びその代理、仲介。
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現 行 定 款 変 更 案

　　　　７．発電、売電及び電力の小売り

に関する業務。

　　　　８．前各号に関連する調査・研究

開発・コンサルティングの受託。

　　　　９．前各号に付帯または関連する

一切の事業。

　　　　７．貨物運送取扱事業及び倉庫

業。

　　　　８．介護保険法に基づく各種介護

に関する事業。

　　　　９．障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

に基づく次の事業。

　　　　10. 旅客自動車運送事業。

　　　　11. 発電、売電及び電力の小売り

に関する業務。

　　　　12. 労働者派遣事業及び有料職業

紹介事業。

　　　　13. 特定技能外国人支援事業及び

紹介事業。

　　　　14. 外国人研修生の受け入れに関

する仲介及び手続の代行に関する

事業。

　　　　15. 学校、教育教室等の企画、ア

ドバイザー及び経営。

　　　　16. インターネットを利用した学

習塾の経営。

　　　　17. 翻訳業及び通訳業。

　　　　18. 電気通信事業法に基づく電気

通信事業。

　　　　19. 情報の収集、分析、管理及び

情報処理サービス並びに情報提供

サービス。

　　　　20. インターネットのウェブ・コ

ンテンツの企画、開発、制作、配

信。

　　　　21. インターネット等を利用した

デジタル情報配信サービスに関す

る人材育成及び教育。

　　　　22. インターネット等のオンライ

ンを利用した市場調査，宣伝及び

広告等の受託。

　　　　23. 各種ビジネス情報のデータベ

ース化と提供サービス事業。
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現 行 定 款 変 更 案

　　　　24. インターネット等のネットワ

ークを利用した商品の売買システ

ムの設計、開 発、運用及び保

守。

　　　　25. インターネット等を通じての

通信販売業務。

　　　　26. アプリケーションソフトの企

画、開発、運用、リース、販売及

び保守、点検。

　　　　27. 電子決済システムの企画、開

発、運用、リース、販売及び保

守、点検。

　　　　28. 金融商品取引法に基づく金融

事業。

　　　　29. 総合リース業、ファクタリン

グ業並びに金銭の貸付業。

　　　　30. 各種金融商品の運用、投資、

売買、保有、企画、開発、販売及

び管理。

　　　　31. 各種企画、アドバイザー及び

コンサルティング事業。

　　　　32. 経営上必要な事業への投融

資、債務保証。

　　　　33. 前各号に関連する調査・研究

開発・コンサルティングの受託。
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現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

900万株とする。

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

2,000万株とする。

（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）

＜削除＞

第16条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告

及び計算書類に記載または表示を

すべき事項に係る情報を、法務省

令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示する

ことにより、株主に対して提供し

たものとみなすことができる。

＜新設＞ （電子提供措置等）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告

及び計算書類に記載または表示を

すべき事項に係る情報について、

電子提供措置をとるものとする。

　　２. 当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部又は一部について、議決権の

基準日までに書面交付請求した株

主に対して交付する書面に記載し

ないことができる。
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現 行 定 款 変 更 案

＜新設＞ （附則）

第１条　現行定款第１条（商号）、第２条

（目的）及び第６条（発行可能株

式総数）の変更は、第72回定時株

主総会に付議される「会社分割

（新設分割）による持株会社体制

への移行の件」が原案どおり承認

可決されること及び当該新設分割

計画に基づく新設分割の効力が発

生することを条件として、当該新

設分割の効力発生日に、効力が生

じるものとする。

　　２．本条は、前項に定める新設分割の

効力発生日の経過をもって削除す

る。

第２条　2022年9月1日から6か月以内の日

を株主総会の日とする株主総会に

ついては、現行定款第16条（株主

総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）の規定は、な

お効力を有する。

　　２．本条は、2022年9月1日から６か月

を経過した日または前項の株主総

会の日から３か月を経過した日の

いずれか遅い日後にこれを削除す

る。
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第２号議案　取締役に対する株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の発行

の件

　経営改革の一環として役員退職慰労金制度を見直し、当社の業績を取締役の報酬

に反映させ、又株主価値と取締役の利益とを一致させることにより、取締役に業績

向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めることに対する誘引を与えるこ

とを目的として、株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）制度の導入する

ことにつき、ご承認をお願いするものであります。

１．募集新株予約権

新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

　当社の企業価値を反映した株価と役員報酬の連動性を高めるため、株式報酬型

ストック・オプション（権利行使価格が１円の新株予約権）制度を導入します。

　新株予約権の発行は、株式の希薄化を生じさせる可能性があるものの、当社の

株主とリスク及び利益の共有を図りつつ、行使期間も30年間としており、役員退

職慰労金に代わるものとして発行されるものであることから、問題のないもので

あると考えております。

２．募集新株予約権の付与対象者と総数

当社取締役（社外取締役を除く。）　 4,000 個

　上記総数は、割当数の上限であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、

割り当てる募集新株予約権の総数が減少した場合は、割り当てる募集新株予約権

の総数をもって発行する募集新株予約権の総数とする。

３．募集新株予約権の目的である株式の種類及び数

　募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約

権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。

ただし、下記 13.に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」と

いう。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割

当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、

これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率
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　また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併

等」という。）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他付与株式数の調

整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を調整することが

できる。

　なお、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日

の前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保

有する者

（以下、「新株予約権者」という。）に公告又は通知する。ただし、当該適用日

の前日までに公告又は通知を行うことができない場合には、以後速やかに公告又

は通知するものとする。

４．募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予

約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額

を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

５．募集新株予約権を行使することができる期間

　2023 年３月 17 日から 2053 年３月 16 日まで（以下、「権利行使期間」と

いう。）。ただし、権利行使期間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前

営業日を最終日とする。

６．募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

（1）募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限

度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを

切り上げるものとする。

（2）募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記（1）記載の資本金等増加限度額から上記（1）に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。
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７．譲渡による募集新株予約権の取得の制限

　譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要するものとする。

８．募集新株予約権の取得条項

　当社は、以下の（1）、（2）、（3）、(4)、（5）の議案につき当社株主総会

で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた

場合）、当社取締役会が別途定める日に、無償で募集新株予約権を取得すること

ができるものとする。

（1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

（2）当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

（3）当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

（4）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得につい

て当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（5） 募集新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種

類の株式の取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式に

ついて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案
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９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは

新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しく

は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して

以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発

生日の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」とい

う。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 

条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計

画において定めることを条件とするものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する

ものとする。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定

める再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後払込金額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる

再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

　権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、権利行使期間の満了日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

　上記 6.に準じて決定する。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。
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（8）新株予約権の取得条項

上記 8.に準じて決定する。

（9）その他の新株予約権の行使の条件下記 11.に準じて決定する。

10．募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

11．募集新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、上記 5.の期間内において、当社の取締役の地位を喪失した

日（ただし、①当社取締役会が、当社の取締役の地位のみならず当社の執行

役員の地位のいずれの地位も喪失した日と別に定める場合は、当該日とし、

②下記（2）①ただし書きにて募集新株予約権の行使が認められる場合は、

当社の監査役、執行役員、従業員又は当社子会社の取締役、監査役、執行役

員、従業員の地位のいずれの地位をも喪失した日とする。）の翌日以降 10 

日間に限り、募集新株予約権を行使することができる。

(2)前号に関わらず、以下の事由に該当する場合には、新株予約権者は、募集新

株予約権を行使することができないものとする。

①新株予約権者の当社の取締役の在任期間が３年未満であるとき。ただし、当

社の取締役の地位の喪失後、当社の監査役、執行役員、従業員又は当社子会

社の取締役、監査役、執行役員、従業員の地位にある場合で、当社取締役会

が募集新株予約権の行使を認めた場合は除く。

② 新株予約権者が、当社若しくは当社子会社の取締役、監査役を解任された

場合又は当社若しくは当社子会社の従業員（執行役員である場合を含む。）

として懲戒解雇、諭旨退職又はそれと同等の処分を受けた場合

③ 新株予約権者が、会社法第 331 条第１項第３号又は第４号に該当した場合

④ 新株予約権者が、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権総数

引受契約書」に違反した場合、又は、当社との間の信頼関係を著しく損なう

行為を行ったと当社の取締役会が認めた場合

⑤ 新株予約権者が、書面により募集新株予約権の全部又は一部を放棄する旨

を申し出た場合
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(3)新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合、その者の相続人は、被相続人

たる新株予約権者が前号のいずれかの事由に該当していないことを条件とし

て、第１号の定めにかかわらず、当該被相続人が死亡した日の翌日から３ヶ月

を経過する日までの間に限り、募集新株予約権を行使することができるものと

する。

(4)新株予約権者が募集新株予約権を行使する場合は、保有する全ての募集新株

予約権を一括して行使するものとする。

(5)その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権総数引受契約書」に定めるところによる。

12．募集新株予約権の払込金額

　募集新株予約権と引換えの金銭の払込みはこれを要しないものとする。

　募集新株予約権は、発行日（割当日）における企業会計上の公正な評価額相当

の取締役の報酬として発行するため、有利発行には該当しない。

13．募集新株予約権を割り当てる日

2023年３月16日
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第３号議案　会社分割（新設分割）による持株会社体制への移行の件

　2023 年６月１日付で「ASAHIEITOホールディングス株式会社」へと商号変更し、

持株会社として引き続き上場を維持する予定であるとともに、2023年６月１日付け

で、当社が営む衛生機器事業及び洗面機器関連商品の販売事業（以下、「本件事

業」という）を、会社分割（新設分割）により、当社の 100%子会社となるアサヒ

衛陶株式会社に承継させることについて、ご承認をお願いするものであります。

１．組織再編について

　１．会社分割による持株会社体制への移行の目的

当社グループは、2019年に策定した中期経営計画がコロナ禍によ

り、その実現性につき、見通しが立たない状況であったため、2022

年６月10日にお知らせしたように、『住宅設備メーカー企業から

「住まいと暮らし」創造企業グループへ』と住宅設備機器製造事業

から派生する事業を事業多様化戦略により展開し、より幅広く、よ

り多くの方々に、より良い「住まいと暮らし」を提供することの出

来る企業体へと転換を図ることといたしました。

今後の当社グループの成長加速及び事業拡大並びに、より強固な

経営基盤の構築を実現するための経営体制として持株会社体制へ移

行することが最適であると判断いたしました。

新体制への移行を通じて、当社は持株会社としてグループの持続

的成長と企業価値向上のため、グループ各社の経営執行に対する支

援と監督機能を担い、グループ全体の事業拡大と収益改善に向けた

取り組みを行ってまいります。

　2．当該組織再編の要旨

（１） 当該組織再編の日程

　分割決議取締役会　　2023 年２月27日（予定）

　分割承認株主総会　　2023 年２月27日（予定）

　分割の効力発生日　　2023 年６月１日（予定）

（2） 当該組織再編の方式

　当社を分割会社とし、アサヒ衛陶株式会社を新設分割設立会社とする

新設分割です。
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  （3） 当該組織再編に係る割当の内容

  本新設分割の対価として、アサヒ衛陶株式会社は、普通株式200株を

発行し、そのすべてを分割会社である当社に交付します。

  （4） 当該組織再編に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する

取扱い

  該当事項はありません。

  （5） 会社分割により増減する資本金

  本新設分割による当社の資本金の増減はありません。

  （6） 承継会社が承継する権利義務

  アサヒ衛陶株式会社は、本件事業に属する資産、負債及び契約上の地

位等の権利義務のうち、新設分割計画書において定めるものを承継しま

す。

  （7） 債務履行の見込み

  本新設分割において、当社及びアサヒ衛陶株式会社が負担すべき債務

の履行の見込みに問題はないものと判断しております。なお、本新設分

割に伴う債務の継承は、重畳的債務引受の方法によるものとなります。
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分割会社
（2022年 11 月 30 日
時点）

新設分割設立会社
（2023 年６月１日設立
予定）

(1)商号 ASAHIEITOホールディン
グス株式会社

アサヒ衛陶株式会社

(2)所在地 大阪市中央区常盤町一
丁目３番８号

大阪市中央区常盤町一丁
目３番８号

(3)代表者の役
職・氏名

代表取締役 星野　和也 代表取締役 星野　和也

(4)事業内容 グループ会社の経営管
理

衛生機器事業及び洗面機
器事業

(5)資本金 1,970 百万円 10百万円

(6)設立年月日 1950 年12月 20日 2023 年 ６月１日

(7)発行済株式数 3,693,900 株 200株

(8)決算期 11 月 30 日 11 月 30 日

(9)大株主及び持
株比率

ｶﾝﾄﾘｰｶﾞｰﾃﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ株
式会社 6.2％
 日本証券金融株式会社　　　　 
5.22%
金井和彦　　　　　　　　　 
3.54%
星野和也　　　　　　　　　　　 
3.19%
BANK JULIUS BAER AND 
CO.LTD.3.02％

ASAHIEITOホールディン
グス株式会社 100%

3.当該組織再編の当事会社の概要
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ASAHI EITO ホールディングス株式会社

決算期
2022年11月期
（連結）

2022年11月期
（単体）

純資産額 1,210百万円 1,202百万円

総資産額 2,072百万円 1,928百万円

１株当たり純資産額 321円75銭 323円76銭

売上高 2,282百万円 1,800百万円

営業利益（△は損失） △188百万円 △126百万円

経常利益（△は損失） △158百万円 △173百万円

親会社株主に帰属する
当期純利益（△は損
失）

△163百万円 △193百万円

1株当たり当期利益
（△は損失）

△49円46銭 △58円47銭

営業成績及び財政状態

4. 分割する事業部門の概要

（１）分割する部門の事業内容

衛生機器事業及び洗面機器事業

（２）分割又は継承する部門の経営成績

分割事業部門（2022年11月期）

売上高 1,800万円

営業利益 △126百万円

経常利益 △173百万円

（３） 分割又は承継する資産、負債の項目及び金額

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 1,474 百万円 流動負債 456 百万円

固定資産 　539 百万円 固定負債 353 百万円

合計 　　　　　2,014 百万円 合計  　　810 百万円

（注）分割事業部門の資産・負債の項目及び金額は、2022 年 11 月 30 日現

在の貸借対照表を基準に算出しており、実際に分割する金額は、上記金

額と異なる可能性があります。

－ 20 －



5. 当該組織再編後の状況

本分割後の当社の所在地、代表者の役職、氏名、資本金及び決算期

に変更はありません。

なお、当社の名称については「Ⅱ．定款の一部変更について」に記

載のとおり、本定時株主総会の承認を条件として、2023 年６月１ 

日付で「ASAHI EITO ホールディングス株式会社」へと商号変更し、

事業の目的を持株会社体制への移行に必要となる形に変更を行う予

定であります。なお、これらの変更は、当社グループが事業多様化

戦略により展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住

まいと暮らし」を提供することの出来る企業体へと転換を図るため

に必要であると考えております。
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第４号議案　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針並びに当社株式の大規模買付ルール（買収防衛策）の導入の件

　当社は、2023年１月24日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第3号に

規定されるものをいい、以下「基本方針」といいます。）を定めるとともに、この

基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み（同号ロ(2)）の一つとして、下記のとおり、当

社株式等の大規模買付行為等に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」と

いいます。）を導入することに関して決議を行いました。

　本プランは、2023年１月24日付けで効力を発生しておりますが、株主の皆様のご

意思をより反映させるという観点から、本総会において本プランの導入に関する承

認議案につき、株主の皆様のご承認が得られなかった場合には、直ちに廃止される

ものとしております。

従いまして、本プランを導入することにつき、株主の皆様にお知らせし、その内容

についてご承認をお願いするものであります。
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Ｉ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の事業の本質、

当社の企業理念及び当社企業価値の源泉、取引先企業等の当社のステークホルダー

との信頼関係の重要性を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保・向上させる者でなければならないと考えております。他方、当社も上場企業

として当社株式の自由な売買を認める以上、健全な投資家の皆様が当社の株式を買

い付けることは、原則、自由ではありますが、下記Ⅱ.に記載する当社の経営理念

を否定し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた施策に異を唱える者に

よって当社に対する買収提案が行われた場合、これを受け入れるかどうかは、その

時点における株主の皆様の適切なご判断に委ねられるべきものと考えております。

そして、株主の皆様に適切にご判断いただくためには、株主の皆様に十分な情報を

提供することが必須です。

　また、大規模買付行為の中には、その目的等から企業価値ひいては株主共同の利

益に対して明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する

おそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大規模買付行為の内容等を検討

し、代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、大規模買付者

（下記Ⅲ．2．(1)①に定義されます。以下同じ）の提示した条件よりも有利な条件

を引き出すために大規模買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付行為

を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると

考えております。
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Ⅱ. 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成そのたの会社支配に関する基

本方針の実現に資する特別な取組み

1. 当社の創業目的と経営理念

　当社は、江戸時代享保年間に創業した屋根瓦製造販売業の流れを汲む衛生陶器メ

ーカーで、近年は衛生陶器をコアビジネスとする、サニタリー分野での住宅設備機

器を長年に亘り社会に供給してまいりました。当社は、「お客様にご満足いただけ

る商品とサービスを、満足いただける価格で提供する」ことを最優先に、「快適で

豊かな暮らし」が実感できる住環境を実現することを経営理念としております。ま

た、地球・環境にやさしいエコ、省エネ、節水商品、人にやさしい福祉、高齢者配

慮商品の開発に注力するとともに、ユーザーニーズの変化に対応すべく、機動性を

持った海外調達の強化を積極的に進めております。また、2022年６月10日にお知ら

せした中期経営計画において、住宅設備機器製造事業から派生する事業を事業多様

化戦略により展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まいと暮ら

し」を提供することの出来る企業体へと転換を図っております。

2. 当社の企業価値の源泉及び企業価値向上への取組みについて

以上のように、当社は「水と電気」を使用する、耐久消費財を製造する企業とし

て、「地球環境に優しい（Save water／Save energy）」商品作りを行うことが、

企業価値を高めるものと信じております。

当社グループの主たる事業であり、この住宅設備機器事業の課題は取扱製品のバリ

エーションが乏しく、大手メーカーで市場の90％を占められている市場環境では成

長性を見込むことは容易ではありませんでした。よって今回の中期経営計画におい

ては「事業の質」にこだわった事業展開を計画しております。

「事業の質」とは製品の品質はもちろん、事業としての社会性・公共性、そして収

益性にこだわる事で、具体的な事例としては新たな取扱商品にSDGsを意識した災害

対策としても機能する衛陶製品「無水トイレ」の取扱いを開始し、また製品に「機

能性素材」や伝統的な日本の陶器技術を採用した住宅設備機器の企画製造販売を開

始し、また「機能性素材」そのものの販売も行って参ります。これにより、価格に

左右されないアサヒ衛陶独自の製品をラインナップし、利益率重視の営業政策へ転

換を図り、また売上高の増収を目指して参ります。
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しかしながら、コロナ禍の影響が長期化を見せる中、当社の単一の衛陶事業だけで

は、業績の大きな積み上げが難しいと判断し、事業の多様化を戦略として検討を進

めて参りました。当社は 2021年11月及び2022年２月に経営陣の刷新を行い、新経

営陣の下で2019年8月に策定した従前の中期経営計画の抜本的な見直しを行い、

2022年６月に2022年11月期から2024年11月期の３期を対象期間とした『住宅設備メ

ーカー企業から「住まいと暮らし」創造企業グループへ』を基本方針とした新たな

中期経営計画「４S-UP PLAN」を策定しました。

当社の基幹事業である衛陶製品を含めた住宅設備機器製造事業から派生する事業を

事業多様化戦略により展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まい

と暮らし」を提供することの出来る企業体へ転換を図ることを目的としています。

当社の基幹事業である衛陶製品を含めた住宅設備機器製造事業から派生する事業を

事業多様化戦略により展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まい

と暮らし」を提供することの出来る企業体へ転換を図ることを目的としています。

当社の経営上の課題をクリアするための４つの「Ｓ」をテーマとしております。そ

れはＳＴＡＧＥ・ＳＣＡＬＥ・ＳＰＥＥＤ・ＳＵＭＡＩであり、ＳＴＡＧＥは企業

力のステージアップを、ＳＣＡＬＥは企業規模のスケールアップを、ＳＰＥＥＤは

機動的でスピーディな事業展開を、そしてＳＵＭＡＩとは「住まいと暮らし」を創

造することを意味しています。

この新中期経営計画「４S-UP PLAN」においては、従来の住宅設備メーカーから、

取り扱う住宅設備も、関連する製品も、住宅までも手掛けられる企業への転換を目

指すという目標を掲げ、企業力・企業規模・事業展開をスピーディにアップ＝向上

させる事で企業価値向上を図ります。より具体的には「住宅設備機器事業」のみの

単一セグメントから新たなセグメントとしてグループ企業を中心に展開される「ラ

イフスタイル事業」と「投資関連事業」を設定し、この３つのセグメントによる事

業展開を行っていく体制となりました。2022年２月に子会社化したアサヒニノスに

おいては生活関連製品等の輸出入販売と、ＥＳＧ経営の一環として資源リサイクル

事業及び脱プラスティック素材の取扱いを行って参ります。また、2022年３月から

事業開始した子会社アサヒホームテクノにおいては、主にＥＳＧ経営の一環として

太陽光発電システム・蓄電池システムの販売及び施工、新電力代理店事業、アサヒ

衛陶との連携プロジェクトとしてのＥⅤ充電器プロジェクトを展開し、また住宅リ

フォーム事業も外部企業との協業により展開していく計画としております。また、

ライフスタイル関連事業として健康食品の取扱いも計画しております。
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さらに、「４S-UP PLAN」の策定作業と並行して、当社単体ではなく、外部リソー

スを有効利用することが出来る企業グループへの組織変更も行うこととし、企業と

しての総合力を向上させることに取り組んで参りました。そして、機動的な企業グ

ループを構築するための企業買収や出資を行うには、高い情報収集力と折衝力が不

可欠であり、多くの実績とネットワークを有する名南Ｍ＆ＡとのＭ＆Ａ業務に関す

る協業を2022年11月に締結しております。

以上のとおり、当社は事業多様化の方針を策定し、それらを実現するために2022年

９月に、第三者割当増資による資金調達を実施しており、スピーディーな企業価値

の向上を目論んでおります。

3. コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組み

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「社会に役立つ企業

づくり」を経営理念とし、企業経営活動の維持向上の指針として「労使の信頼」、

「品質の向上」、「商品の開発」、「収益の確保」を掲げ、これらを経営上の最も

重要な課題として位置付けております。

当社は、従来からコーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の

経営監視の機能が重要と考えておりましたので、監査等委員会設置会社へ移行する

ことにより、社外取締役による客観的・中立な立場からの経営の監視・監督によっ

て取締役会の経営監督機能を強化し、当社のコーポレート・ガバナンスの充実を図

ることが可能であると判断し、2016年２月26日付で監査役会設置会社から監査等委

員会設置会社へ移行しております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は以下のとおりです。なお、コーポレ

ート・ガバナンス体制の充実等については、顧問弁護士などの専門家から経営判断

上の参考とするためのアドバイスを受ける体制を採っております。
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① 取締役会

取締役会は、会社経営方針をはじめ重要事項の審議・決定をするとともに、業務の

執行を監督する機関として位置付け、毎月1回定期的に開催のほか、必要に応じて

随時開催しております。

② 監査等委員会

監査等委員会は毎月1回定期的に開催し、社外監査等委員3名にて監査に関する重要

事項について協議・決裁をするとともに、監査等委員は取締役会及びその他重要な

会議への参加・発言を行い、各部門・各拠点を訪問して質問・視察及び意見交換等

を実施することで、取締役の業務執行を監視しております。

③ 内部監査室

内部監査室は専任者1名を配置し、監査等委員との協力関係の下、年間計画を立て

て必要な内部監査を実施しております。

④ 執行役員会

経営環境に機動的に対応するため、業務運営上の重要課題を審議する取締役、執行

役員及び取締役が必要と認めた者により構成される執行役員会議を毎月定期的に開

催しております。

上記のほか、当社は、最新のコーポレートガバナンス・コードを踏まえながら、コ

ーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。当社のコーポレート・ガバ

ナンス体制の詳細につきましては当社コーポレート・ガバナンス報告書

（https://www.asahieito.co.jp/ir_cat/governance/）をご参照ください。
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Ⅲ. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組み

1．本プランの目的

当社は、上記Ⅰ．のとおり、大規模買付者に対して、場合によっては何らかの措置

を講ずる必要が生じ得るものと考えますが、上場会社である以上、大規模買付者に

対して株式を売却するか否かの判断や、大規模買付者に対して会社の経営を委ねる

ことの是非に関する最終的な判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思に委

ねられるべきものだと考えています。しかしながら、株主の皆様に適切な判断を行

っていただくためには、その前提として、上記のような当社固有の事業特性や当社

の歴史を十分に踏まえていただいた上で、当社の企業価値とその価値を生み出して

いる源泉につき適切な把握をしていただくことが必要であると考えます。そして、

大規模買付者による当社の支配株式の取得が当社の企業価値やその価値の源泉に対

してどのような影響を及ぼし得るかを把握するためには、大規模買付者から提供さ

れる情報だけでは不十分な場合も容易に想定され、株主の皆様に適切な判断を行っ

ていただくためには、当社固有の事業特性を十分に理解している当社取締役会から

提供される情報並びに当該大規模買付者による支配株式の取得行為に対する当社取

締役会の評価・意見や、場合によっては当社取締役会による新たな提案を踏まえて

いただくことが必要であると考えます。
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したがいまして、当社といたしましては、株主の皆様に対して、これらの多角的な

情報を分析し、検討していただくための十分な時間を確保することが非常に重要で

あると考えています。以上の見地から、当社は、上記の基本方針を踏まえ、大規模

買付者に対して事前に大規模買付行為等（下記2．(1)①に定義されます。以下同

じ）に関する必要な情報の提供及び考慮・交渉のための期間の確保を求めることに

よって、当該大規模買付行為等に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断され

ること、当社取締役会が、独立委員会（下記2．(1)⑤に定義されます。以下同じ）

の勧告を受けて当該大規模買付行為等に対する賛否の意見又は当該大規模買付者が

提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等（以下、「代替案」といいま

す。）を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模

買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な者によ

って当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの

一つとして、本プランの導入が必要であるとの結論に達しました。本プランの導入

に際しましては、株主の皆様のご意思を確認することが望ましいことはいうまでも

ありません。そのため、当社といたしましては、本日付けで本プランの効力が発生

するものといたしますが、本株主総会において、本プランの導入につき株主の皆様

のご意思を確認させていただく予定です。

以上の理由により、当社取締役会は、本日付けで本プランの効力を発生させるもの

の、本株主総会において、本プランの導入に関する承認議案を付議することを通じ

て、株主の皆様のご意思を確認させていただき、株主の皆様のご承認が得られなか

った場合には直ちに廃止されるものとして、本プランの導入を決定しました。な

お、2022年11月30日現在における当社の大株主の状況は、別紙1「当社の大株主の

株式保有状況」のとおりであり、現時点において、当社株式について具体的な大規

模買付行為等の兆候があるとの認識はございません。
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2．本プランの内容

本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為等を行おうとする者が遵

守すべきルールを策定すると共に、一定の場合には当社が対抗措置をとることによ

って大規模買付行為等を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明ら

かにし、これらを適切に開示することにより、当社グループの企業価値ひいては株

主共同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為等を行おうとする者に対し

て、警告を行うものです。

(1) 本プランに係る手続

①　対象となる大規模買付行為等

本プランは以下の(i)から(iii)までのいずれかに該当する若しくは該当する可能性

がある当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取締役会が承認

したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買付行為等」といいます。）が

なされ、又はなされようとする場合を適用対象とします。大規模買付行為等を行

い、又は行おうとする者（以下、「大規模買付者」といいます。）は、予め本プラ

ンに定められる手続に従わなければならないものとします。

(i) 当社が発行者である株式等について、当社の特定の株主の株式等保有割

合が20％以上となる買付けその他の取得

(ii) 当社が発行者である株式等について、当社の特定の株主の株式等所有割

合及びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる当該株

式等の買付けその他の取得

(iii) 上記(i)又は(ii)に規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、当

社の特定の株主が、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本(iii)

において同じとします。）との間で行う行為であり、かつ当該行為の結果とし

て当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意そ

の他の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実

質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立す

る行為（ただし、当社が発行者である株式等につき当該特定の株主と当該他の

株主の株式等保有割合の合計が20%以上となるような場合に限ります。）
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②　意向表明書の当社への事前提出

大規模買付者には、大規模買付行為等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当

該大規模買付者が大規模買付行為等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の

誓約文言等を記載した書面（以下、「意向表明書」といいます。）を当社の定める

書式により、日本語で提出していただきます。具体的には、意向表明書には、以下

の事項を記載していただくと共に、大規模買付者が会社その他の法人である場合に

は、その定款、履歴事項全部証明書（又はそれらに相当するもの）並びに直近５事

業年度における単体及び連結ベースでの貸借対照表及び損益計算書を、併せて提出

していただきます。

(i)　大規模買付者の概要

(ｲ)　氏名又は名称及び住所又は所在地

(ﾛ)　大規模買付者が会社その他の法人である場合には、その代表者、取締役（又

はそれに相当する役職。以下同じ）及び監査役（又はそれに相当する役職。以下同

じ）それぞれの氏名及びその過去10年間の経歴

(ﾊ)　大規模買付者が会社その他の法人である場合には、その目的及び事業の内容

(ﾆ)　大規模買付者が会社その他の法人である場合には、その直接・間接の大株主

又は大口出資者（持株割合又は出資割合上位10名）及び究極的な実質支配株主（出

資者）の概要

(ﾎ)　国内連絡先

(ﾍ)　大規模買付者が会社その他の法人である場合には、その設立準拠法

(ﾄ)　主要な出資先の名称、本社所在地及び事業内容並びにそれら主要出資先に対

する持株割合ないし出資割合

(ii)　大規模買付者が現に保有する当社株式等の数、及び意向表明書提出前60日間

における大規模買付者の当社株式等の取引状況

(iii)　大規模買付者が提案する大規模買付行為等の概要（大規模買付者が大規模

買付行為等により取得を予定する当社株式等の種類及び数、並びに大規模買付行為

等の目的（支配権取得若しくは経営参加、純投資若しくは政策投資、大規模買付行

為等の後の当社株式等の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等その他の目的があ

る場合には、その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載し

ていただきます。）を含みます。）
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③　本必要情報の提供

上記②の意向表明書をご提出いただいた場合には、大規模買付者におきましては、

以下の手順に従い、当社に対して、大規模買付行為等に対する株主及び投資家の皆

様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以

下、「本必要情報」といいます。）を日本語で提供していただきます。

まず、当社は、大規模買付者に対して、意向表明書を提出していただいた日から10

営業日（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した情報リス

トを上記②(i)(ﾎ)の国内連絡先に発送いたしますので、大規模買付者には、情報リ

ストに従って十分な情報を当社に提出していただきます。

また、情報リストに従い大規模買付者から提供された情報では、大規模買付行為等

の内容及び態様等に照らして、株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会

の評価・検討等のために不十分であると当社取締役会が合理的に判断する場合に

は、適宜回答期限を定めた上で、当社取締役会が別途請求する追加の情報を大規模

買付者から提供していただきます。なお、本必要情報の追加提供の要求は、本必要

情報の提供が十分になされたと当社取締役会が認めるまで繰り返し行うことができ

ますが、最終の回答期限日は、本必要情報の提供が十分になされたと当社取締役会

が認めない場合でも、大規模買付者が情報リストを受領した日から起算して60日を

超えないものとします（ただし、大規模買付者等からの要請がある場合には、必要

な範囲でこれを延長することがあります。）。

なお、大規模買付行為等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情

報は、原則として情報リストの一部に含まれるものとします。
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(i) 大規模買付者及びそのグループ（主要な株主又は出資者（直接であるか

又は間接であるかを問いません。以下同じ）、重要な子会社・関連会

社、共同保有者及び特別関係者を含み、ファンド若しくはその出資に係

る事業体（日本法に基づいて設立されたものであるか外国法に基づいて

設立されたものであるかを問わず、法形式の如何を問いません。以下、

「ファンド等」といいます。）の場合又は買付者等が実質的に支配若し

くは運用するファンド等が存する場合はその主要な組合員、出資者その

他の構成員及び投資に関する助言を継続的に行っている者を含みます。

以下同じ）の詳細（沿革、具体的名称、住所、設立準拠法、資本構成、

出資先、出資先に対する出資割合、事業内容、財務内容、投資方針の詳

細、過去10年以内における投融資活動の詳細、外国為替及び外国貿易法

（以下、「外為法」といいます。）第26条第1項に規定される「外国投

資家」への該当性の有無及びその根拠となる情報、並びに過去10年以内

における法令違反行為の有無（及びそれが存する場合にはその概要）、

並びに役員の氏名、過去10年間の経歴及び過去における法令違反行為の

有無（及びそれが存する場合にはその概要）を含みます。）

(ii) 大規模買付者及びそのグループの内部統制システム（グループ内部統制

システムを含みます。）の具体的内容及び当該システムの実効性の有無

ないし状況

(iii) 大規模買付行為等の目的（意向表明書において開示していただいた目的

の詳細）、方法及び内容（経営参画の意思の有無、大規模買付行為等の

対象となる当社株式等の種類及び数、大規模買付行為等の対価の種類及

び金額、大規模買付行為等の時期、関連する取引の仕組み、買付予定の

当社株式等の数及び大規模買付行為等を行った後における株式等所有割

合、大規模買付行為等の方法の適法性、大規模買付行為等及び関連する

取引の実現可能性（大規模買付行為等を一定の条件に係らしめている場

合には当該条件の内容）、並びに大規模買付行為等の完了後の当社株式

等の保有方針並びに当社株式等が上場廃止となる見込みがある場合には

その旨及びその理由を含みます。なお、大規模買付行為等の方法の適法

性については資格を有する弁護士による意見書を併せて提出していただ

きます。）
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(iv) 大規模買付行為等の対価の算定根拠及びその算定経緯（算定の前提事

実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模買付行為等に係

る一連の取引により生じることが予想されるシナジー及びディスシナジ

ーの内容、算定の際に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者

の名称及び当該第三者に関する情報、意見の概要並びに当該意見を踏ま

えて金額を決定するに至った経緯を含みます。）

(v) 大規模買付行為等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者（直接

であるか間接であるかを問いません。）を含みます。）の具体的名称、

調達方法、資金提供が実行されるための条件の有無及び内容、資金提供

後の担保ないし誓約事項の有無及び内容、並びに関連する取引の具体的

内容を含みます。）

(vi) 大規模買付行為等に際しての第三者との間における意思連絡（当社に対

する重要提案行為等を行うことに関する意思連絡を含みます。以下同

じ）の有無並びに意思連絡がある場合にはその具体的な態様及び内容並

びに当該第三者の概要

(vii) 大規模買付者及びそのグループによる、当社株式等の保有状況、当社株

式等又は当社若しくは当社グループの事業に関連する資産を原資産とす

るデリバティブその他の金融派生商品の保有状況及び契約状況、並びに

当社株式等の貸株、借株及び空売り等の状況

(viii) 大規模買付者及びそのグループが既に保有する当社株式等に関する貸借

契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他の重要な契約又は取決め

（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種

類、契約の相手方及び契約の対象となっている当社株式等の数量等の当

該担保契約等の具体的内容

(ix) 大規模買付者が大規模買付行為等において取得を予定する当社株式等に

関し担保契約等の締結その他の第三者との間の合意の予定がある場合に

は、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対象となってい

る当社株式等の数量等の当該合意の具体的内容
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(x) 大規模買付行為等の完了後に企図されている当社及び当社グループの経

営方針、大規模買付行為等の完了後に派遣を予定している取締役候補の

経歴その他の詳細に関する情報（当社及び当社グループの事業と同種の

事業についての知識及び経験等に関する情報を含みます。）、事業計

画、財務計画、資金計画、投資計画、資本政策及び配当政策等（大規模

買付行為等の完了後における当社及び当社グループの資産の売却、担保

提供その他の処分に関する計画を含みます。）

(xi) 大規模買付行為等の完了後における当社及び当社グループの役員、従業

員、労働組合、取引先、顧客及び地方公共団体その他の当社及び当社グ

ループに係る利害関係者の処遇等の方針

(xii) 大規模買付者と当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方

策

(xiii) 大規模買付者が濫用的買収者（下記⑤(ii)に定義されます。）に該当し

ないことを誓約する旨の書面

(xiv) 大規模買付行為等に関し適用される可能性のある外為法その他の国内外

の法令等に基づく規制事項、国内外の政府又は第三者から取得すべき私

的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、外為法その他の法令等

に基づく承認又は許認可等の取得の可能性（なお、これらの事項につい

ては、関係する法域における資格を有する弁護士による意見書を併せて

提出していただきます。）

(xv) 大規模買付行為等の完了後における当社グループの経営に関して必要な

国内外の法令等に基づく許認可の維持の可能性及び国内外の法令等の規

制遵守の可能性

(xvi) 反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連性の有無（直接的であるか間

接的であるかを問いません。）及び関連が存在する場合にはその詳細

なお、当社取締役会は、適用ある法令等に従って、大規模買付者から大規模買付行

為等の提案がなされた事実については適切に開示し、提案の概要及び本必要情報の

概要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると認められる

情報がある場合には、速やかに開示いたします。

また、当社取締役会は、大規模買付者による本必要情報の提供が十分になされたと

認めた場合には、その旨を大規模買付者に通知（以下、「情報提供完了通知」とい

います。）すると共に、その旨を適用ある法令等に従って速やかに開示いたしま

す。
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④　取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、大規模

買付行為等の評価の難易度等に応じて、以下の(i)又は(ii)の期間を、当社取締役

会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締

役会評価期間」といいます。）として設定し、適用ある法令等に従って速やかに開

示いたします。大規模買付行為等は、本プランに別段の記載なき限り、取締役会評

価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。

(i) 対価を現金（円貨）のみとする当社全株式等を対象とした公開買付けの場

合には最大60日間

(ii) その他の大規模買付行為等の場合には最大90日間

ただし、上記(i)(ii)いずれにおいても、取締役会評価期間は当社取締役会が合理

的に必要な事由があると認める場合に限り、延長できるものとします（延長の期間

は最大30日間とします。）。その場合は、延長期間及び当該延長期間が必要とされ

る具体的理由を大規模買付者に通知すると共に、適用ある法令等に従って株主及び

投資家の皆様に開示いたします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の

助言を得ながら、大規模買付者から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、

当社グループの企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上の観点から、大規模買

付者による大規模買付行為等の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会

は、これらの検討等を通じて、大規模買付行為等に関する当社取締役会としての意

見を慎重にとりまとめ、大規模買付者に通知すると共に、適用ある法令等に従って

適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示いたします。

また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行為等に関する条件・方法

について交渉し、更に、当社取締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を提

示することもあります。

⑤　対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除

し、当社取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保するための機関として

独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）を設置し、対抗措置の発動の是

非等について当社取締役会への勧告を行う仕組みとしています。独立委員会は、独

－ 36 －



立委員会規程（概要については別紙2をご参照下さい。）に従い、当社社外取締役

又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若し

くは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立

した者のみから構成されるものとします。本プランの導入当初における独立委員会

の各委員の氏名及び略歴は別紙3のとおりです。

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、

交渉、意見形成及び代替案立案と並行して、以下の手続に従い、当社取締役会に対

して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとします。その際、独立委員会

の判断が当社グループの企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上に資するよう

になされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行

を行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・ア

ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）

の助言を得ることができるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対し

て以下の(i)又は(ii)に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の

事実とその概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、適用ある法令

等に従って速やかに開示いたします。

(i)　大規模買付者が本プランに規定する手続を遵守しない場合

独立委員会は、大規模買付者が本プランに規定する手続につきその重要な点におい

て違反した場合で、当社取締役会がその是正を書面により当該大規模買付者に対し

て要求した後5営業日（初日不算入）以内に当該違反が是正されない場合には、当

社グループの企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動

させないことが必要であることが明白であることその他特段の事情がある場合を除

き、原則として、当社取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。
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(ii)　大規模買付者が本プランに規定する手続を遵守した場合

独立委員会は、大規模買付者が本プランに規定する手続を遵守した場合には、原則

として、当社取締役会に対して対抗措置の発動を行わないよう勧告します。ただ

し、本プランに規定する手続が遵守されている場合であっても、例えば以下(ｲ)か

ら(ㇽ)までに掲げる事由（これらに該当する者を、以下、総称して「濫用的買収

者」といいます。）により、当該買付け等が当社グループの企業価値ないし株主共

同の利益を著しく損なうものであると認められかつ対抗措置の発動が相当と判断さ

れる場合には、例外的措置として、対抗措置の発動を勧告する場合があります。

(ｲ)　大規模買付者が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株

価をつり上げて高値で当社株式等を当社又は当社関係者に引き取らせる目的で当社

株式等の取得を行っている又は行おうとしている者（いわゆるグリーンメイラー）

であると判断される場合ないし当社株式等の取得目的が主として短期の利鞘の獲得

にあると判断される場合

(ﾛ)　当社の会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノ

ウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社の資産を当該大規模買付者又

はそのグループ会社等に移転する目的で当社株式等の取得を行っていると判断され

る場合

(ﾊ)　当社の会社経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者又はそのグ

ループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社株式等の取得を

行っていると判断される場合

(ﾆ)　当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動

産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもって一時

的に高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当

社株式等の高値売抜けをする目的で当社株式等の取得を行っていると判断される場

合

(ﾎ)　当社の経営には特に関心を示したり、関与したりすることもなく、当社株式

等を取得後、様々な策を弄して、専ら短中期的に当社株式等を当社自身や第三者に

転売することで売却益を獲得しようとし、最終的には当社の資産処分まで視野に入

れてひたすら自らの利益を追求しようとするものであると判断される場合
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(ﾍ)　大規模買付者の提案する当社株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買

収（最初の買付けで当社株式等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買

付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式等の買付け

等を行うことをいいます。）等の、株主の皆様の判断の機会又は自由を制約し、事

実上、株主の皆様に当社株式等の売却を強要する虞がある（いわゆる強圧性があ

る）と判断される場合

(ﾄ)　大規模買付者の提案する当社株式等の買付条件（買付対価の種類及び金額、

当該金額の算定根拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び方法を含み

ます。）、違法性の有無並びに実現可能性等を含みますがこれらに限られませ

ん。）が、当社の本源的企業価値に照らして著しく不十分又は不適切なものである

と判断される場合

(ﾁ)　大規模買付者による支配権の取得により、当社株主はもとより、企業価値の

源泉である顧客、従業員その他の利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値な

いし株主共同の利益の著しい毀損が予想される等、当社の企業価値ないし株主共同

の利益の確保又は向上を著しく妨げる虞があると判断される場合

(ﾘ)　大規模買付者が支配権を取得する場合における当社の企業価値が、中長期的

な将来の企業価値との比較において、当該大規模買付者が支配権を取得しない場合

における当社の企業価値に比べ、著しく劣後すると判断される場合

(ﾇ)　大規模買付者の経営陣又は主要株主若しくは出資者に反社会的勢力又はテロ

関連組織と関係を有する者が含まれている場合等、大規模買付者が公序良俗の観点

から当社の支配株主として著しく不適切であると判断される場合

(ﾙ)　その他(ｲ)から(ﾇ)までに準じる場合で、当社グループの企業価値ないし株主

共同の利益を著しく損なうと判断される場合

－ 39 －



⑥　取締役会の決議

当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当

該勧告を踏まえて当社グループの企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上とい

う観点から、速やかに対抗措置の発動又は不発動その他必要な決議を行うものとし

ます。なお、独立委員会から対抗措置不発動の決議をすべき旨の勧告がなされた場

合であっても、当社取締役会は、かかる独立委員会の勧告を最大限尊重し、当該勧

告に従うことにより取締役の善管注意義務に違反する虞がある等の事情があると認

める場合には、対抗措置発動の決議を行い、又は不発動の決議を行わず、対抗措置

を発動するか否かを株主の皆様に問うべく、下記の⑦の方法により当社株主総会を

招集することができるものとします。

また、当社取締役会が対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(i)大

規模買付者が大規模買付行為等を中止した場合、又は(ii)対抗措置を発動するか否

かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値ないし株

主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと考えられ

る状況に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置発動の停止の決議を行うもの

とします。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、対抗措置の発動の要否に関する当

社取締役会の評価、判断及び意見を含む当該決議の概要その他当社取締役会が適切

と判断する事項について、適用ある法令等に従って速やかに開示いたします。
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⑦　株主意思の確認手続き

大規模買付者が本プランに規定する手続を遵守しない場合、当社取締役会が本プラ

ンによる対抗措置を発動することの可否について株主の意思を確認するために当社

株主総会を開催すべきと判断したときには、当社取締役会は可及的速やかに当社株

主総会を招集します。また、大規模買付者が本プランに規定する手続を遵守した場

合であっても、当社取締役会が、当社グループの企業価値ないし株主共同の利益の

確保・向上という観点から対抗措置発動の決議を行う場合には、当社取締役会は可

及的速やかに当社株主総会を招集します。これらの場合には、大規模買付行為等

は、当社株主総会における対抗措置の発動議案の否決及び当該株主総会の終結後に

行われるべきものとします。当該株主総会において本プランによる対抗措置の発動

承認議案が可決された場合、当社取締役会は、当該大規模買付行為等に対して本プ

ランによる対抗措置発動の決議を行うこととします。なお、当該株主総会において

本プランによる対抗措置の発動承認議案が否決された場合には、当該大規模買付行

為等に対しては本プランによる対抗措置の発動は行われません。

当該株主総会の招集手続が執られた場合であっても、その後、当社取締役会におい

て対抗措置不発動の決議を行った場合や、大規模買付者が本プランに規定する手続

を遵守しない場合で、当社取締役会にて対抗措置の発動を決議することが相当であ

ると判断するに至った場合には、当社は当社株主総会の招集手続を取り止めること

ができます。かかる決議を行った場合も、当社は、対抗措置の発動の要否に関する

当社取締役会の評価、判断及び意見を含む当該決議の概要その他当社取締役会が適

切と判断する事項について、適用ある法令等に従って速やかに開示いたします。
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(2)　本プランにおける対抗措置の具体的内容

当社が本プランに基づき発動する対抗措置は、原則として新株予約権（以下、「本

新株予約権」といいます。）の無償割当てとします。ただし、法令等及び当社の定

款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には当該

その他の対抗措置が用いられることもあり得るものとします。

本プランに基づき発動する対抗措置として本新株予約権の無償割当てを行う場合の

概要は、別紙4「新株予約権無償割当ての概要」に記載のとおりとしますが、実際

に本新株予約権の無償割当てをする場合には、(i)当社取締役会が所定の手続に従

って定める一定の大規模買付者並びにその共同保有者及び特別関係者並びにこれら

の者が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取

締役会が認めた者等（以下、「例外事由該当者」といいます。）による権利行使は

認められないとの行使条件、又は(ii)当社が本新株予約権の一部を取得することと

するときに、例外事由該当者以外の株主が所有する本新株予約権のみを取得するこ

とができる旨を定めた取得条項や、例外事由該当者以外の株主が所有する本新株予

約権については当社普通株式を対価として取得する一方、例外事由該当者が所有す

る本新株予約権については一定の行使条件や取得条項が付された別の新株予約権を

対価として取得する旨の取得条項等、大規模買付行為等に対する対抗措置としての

効果を勘案した行使期間、行使条件、取得条項等を設けることがあります。
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(3)　本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、本株主総会終了後[３]年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。ただし、本プランの有効

期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決

議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止さ

れるものとします。また、当該有効期間の満了前であっても、当社株主総会で選任

された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合に

は、本プランはその時点で廃止されるものとします。

なお、当社取締役会は、法令等の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、

裁判例等の変更に伴い合理的に必要な範囲で、随時、独立委員会の承認を得た上

で、本プランを修正し、又は変更することができるものとします。他方、当社取締

役会が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような変

更を行う場合には、改めて直近で開催される株主総会に付議し株主の皆様のご承認

をいただくことといたします。

当社は、本プランが廃止され又は本プランの内容について当社株主の皆様に実質的

な影響を与えるような変更が行われた場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変

更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、法令等

に従って速やかに開示いたします。

－ 43 －



3．本プランの合理性

本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主

共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企

業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要

性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、経済産業省に設置された企業価値

研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の

在り方」並びに東京証券取引所が有価証券上場規程の改正により2015年６月１日に

導入し、2018年６月１日、及び2021年６月11日にそれぞれ改訂を行った「コーポレ

ートガバナンス・コード」の「原則1－5．いわゆる買収防衛策」その他の買収防衛

策に関する実務・議論を踏まえた内容となっており、高度の合理性を有するもので

す。

(1) 企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上の原則

本プランは、上記1．に記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付行為等がな

された際に、当該大規模買付行為等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主

の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社グ

ループの企業価値ないし株主共同の利益を確保し、向上させることを目的とするも

のです。

(2) 事前開示・株主意思の原則

当社は、取締役会において決議された本プランによる買収防衛策の導入を本株主総

会において議案としてお諮りする予定です。また、上記2．(3)に記載したとおり、

本プランは、本株主総会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会に

おいて本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議

に従い変更または廃止されることになります。さらに、当社株主総会において選任

された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合に

は、本プランはその時点で廃止されるものとしています。加えて、大規模買付者が

本プランに定める手続を遵守している場合には、対抗措置の発動の決定に関して必

ず株主総会を招集するものとしています。従いまして、本プランの存続には、株主

の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。
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(3) 必要性・相当性確保の原則

①　独立委員会の設置及びその勧告の最大限の尊重と情報開示の徹底

当社は、上記2．に記載のとおり、本プランに基づく大規模買付行為等への対抗措

置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排し、当社取締役会の判断及び対

応の客観性及び合理性を確保することを目的として、当社社外取締役又は社外の有

識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験

者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみか

ら構成される独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動又は不発動の

決議に際して独立委員会の勧告を最大限尊重することとしています。また、独立委

員会の判断が当社の企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上に資するようにな

されることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行

う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバ

イザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助

言を得ることができるものとしています。

更に、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に法令等に

従って情報開示を行うこととし、当社の企業価値ないし株主共同の利益に資するよ

う本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。

②　合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、上記2．に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されな

ければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防

止するための仕組みを確保しています。
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③　デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記2．(3)に記載のとおり、本プランは、当社株主総会で選任された取締役で構成

される取締役会の決議により、いつでも廃止することができるものとされていま

す。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数

を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員である取締役以外の取締役

の任期は1 年、監査等委員である取締役の任期は2 年です。監査等委員である取締

役についても期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止

するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。なお、当社では、監査等委員

である取締役以外の取締役の解任決議要件につきましても、特別決議を要件とする

ような決議要件の加重をしておりません。
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4．株主及び投資家の皆様への影響等

(1) 本プランによる買収防衛策の導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランによる買収防衛策の導入に際して、本新株予約権の発行自体は行われませ

ん。従って、本プランによる買収防衛策の導入が株主の皆様の有する当社株式に係

る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありません。

なお、上記2．(1)に記載のとおり、大規模買付者が本プランを遵守するか否か等に

より当該買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆

様におかれましては、大規模買付者の動向にご注意下さい。

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合に

は、当社取締役会が別途定める一定の日（以下、「割当て期日」といいます。）に

おける株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式1株につき本新

株予約権1個を上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。こ

のような仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株主の皆様が保有す

る当社株式1株当たりの価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の価値

の希釈化は生じず、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に

対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

ただし、例外事由該当者につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、

法的権利又は経済的利益に何らかの影響が生じる場合があります。
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なお、当社が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって、その後に対

抗措置発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能

性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後

において、当社が対抗措置の発動を停止し、本新株予約権を無償取得して新株を交

付しない場合には、株主の皆様が保有する当社株式1株当たりの経済的価値の希釈

化は生じないことになるため、当社株式1株当たりの経済的価値の希釈化が生じる

ことを前提にして売買を行った株主及び投資家の皆様は、株価の変動により損害を

被る可能性がある点にご留意下さい。また、本新株予約権の行使又は取得に関して

差別的条件を付す場合には、当該行使又は取得に際して、例外事由該当者の法的権

利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、例外

事由該当者以外の株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対

して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。
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(3) 本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続

本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当

該新株予約権の無償割当ての効力発生日において当然に新株予約権者となるため、

申込みの手続は不要です。

また、無償割当てがなされる本新株予約権に取得条項が付され、当社が本新株予約

権を取得する場合、株主の皆様は、新株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むこ

となく、当社による本新株予約権の取得の対価として、当社株式を受領することに

なります。ただし、例外事由該当者については、その有する本新株予約権が取得の

対象とならないことがあるほか、例外事由該当者の有する本新株予約権について、

取得に係る本新株予約権と同数の新株予約権で一定の行使条件や取得条項が付され

た別の新株予約権を対価として取得することもあります。以上のほか、割当て方

法、行使の方法及び当社による取得の方法、株式の交付方法等の詳細については、

本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、そ

の手続の詳細に関して、適用ある法令等に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を

行いますので当該開示又は通知の内容をご確認下さい。

以上
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2022年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株 式 数 の 割 合

（％）

カントリーガーデン・

ジャパン株式会社

大阪市西区西本町２丁目３－６

山岡ビル８階
228,900 6.20

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁

目２－１０号
192,700 5.22

金井　和彦 東京都港区 130,600 3.54

星野　和也 大阪市都島区 117,600 3.19

ＢＡＮＫ　ＪＵＬＩＵ

Ｓ　ＢＡＥＲ　ＡＮＤ　

ＣＯ．ＬＴＤ．　ＳＩ

ＮＧＡＰＯＲＥ　ＣＬ

ＩＥＮＴＳ

(常任代理人　株式会

社三菱ＵＦＪ銀行)

７　ＳＴＲＡＩＴＳ　ＶＩＥ

Ｗ，２８－０１　ＭＡＲＩＮＡ　

ＯＮＥ　ＥＡＳＴ　ＴＯＷＥＲ　

ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ　０１８９

３６

(東京都千代田区丸の内２丁目７

－１)

111,500 3.02

楽天証券株式会社
東京都港区南青山２丁目６番２

１号
106,300 2.88

創展環球有限公司

（常任代理人　アサヒ

衛陶株式会社）

３２０５、Ｋｉｍｂｅｒｌａｎ

ｄ　Ｃｅｎｔｅｒ，Ｎｏ．５５　

Ｗｉｎｇ　Ｈｏｎｇ　Ｓｔｒｅ

ｅｔ，Ｋｏｗｌｏｏｎ，Ｈｏｎ

ｇ　Ｋｏｎｇ

（大阪市中央区常盤町一丁目３

番８号）

101,600 2.75

田中　威之 大阪市都島区 100,000 2.71

伸和工業株式会社
大阪市天王寺区玉造元町２－３

２－２０３
83,100 2.25

別紙１

当社の大株主の株式保有状況
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氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株 式 数 の 割 合

（％）

プラスワンホールディ

ングス株式会社
東京都港区芝５丁目１３－１３ 78,000 2.11

計 － 1,250,300 33.87
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別紙2

独立委員会規程の概要

1. 独立委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付行為等への対抗措置の

発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排し、当社取締役会の判断及び対

応の客観性及び合理性を確保することを目的として、設置される。

2. 独立委員会委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

た、(1)当社社外取締役又は(2)社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出

身者、弁護士、公認会計士、若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）のい

ずれかに該当する者の中から、当社取締役会の決議に基づき選任される。な

お、当社は、独立委員会委員との間で、善管注意義務及び秘密保持義務に関す

る規定を含む契約を締結する。

3. 独立委員会の委員の任期は、選任のときから３年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の日又は別途当該独立委員会委員と

当社が合意した日までとする。ただし、当社取締役会の決議により別段の定め

をした場合はこの限りではない。

4. 独立委員会は、各取締役又は各独立委員会委員が招集する。

5. 独立委員会の議長は、各独立委員会委員の互選により選定される。

6. 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員全員が出席し、その過半数

をもってこれを行う。ただし、独立委員会委員のいずれかに事故があるときそ

の他特段の事由があるときは、当該独立委員会委員を除く独立委員会委員全員

が出席し、その過半数をもってこれを行う。

7. 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について審議の上決議し、その決

議内容を、理由を付して当社取締役会に対して勧告する。

(1)本プランに係る対抗措置の発動の是非

(2)本プランに係る対抗措置発動の停止

(3)本プランの廃止及び変更

(4)その他本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問する事

項

各独立委員会委員は、独立委員会における審議及び決議においては、専ら当

社グループの企業価値ないし株主共同の利益に資するか否かの観点からこれ

を行うことを要し、自己又は当社経営陣の個人的利益を図ることを目的とし

てはならない。

8. 独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役又は従業員その他必要と認める者
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を出席させ、独立委員会が求める事項に関する意見又は説明を求めることがで

きる。

9. 独立委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用により、当社の業務執行

を行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャ

ル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含

む。）から助言を得ることができる。

以上
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氏名

（生年月日）
略歴

た

田　
なか

中

 

　
とも

智　
はる

晴

(1978年12月25日生)

2006年10月 弁護士登録 堂島法律事務所入所

2015年４月 弁護士法人経営創輝設立

（重要な兼職の状況）

エース株式会社　社外監査役

株式会社ゴール　社外監査役

み

三

 

　
むら

村

 

　
じゅん

淳

 

　
じ

司

(1978年4月28日生)

2002年10月　新日本監査法人(現：EY新日本有限責任監査法人）　入所

2006年５月　 公認会計士登録

2012年２月　 三村公認会計士事務所開設　代表(現任)

株式会社幸和製作所　社外監査役

2013年８月　 株式会社リライズ・パートナーズ設立　代表取締役(現

任)

2015年６月　 株式会社アジュバンコスメジャパン社外取締役(現任)

東和薬品株式会社　社外監査役

2017年５月　 株式会社エーアイテイー　社外監査役(現任)

(重要な兼職の状況)

三村公認会計士事務所　　　　　　　代表

株式会社リライズ・パートナーズ　　代表取締役

株式会社エーアイテイー　　　　　　社外監査役

株式会社アジュバンコスメジャパン　社外取締役

よね

米

 

　
づ

津

 

　

 

　
わたる

航

(1974年1月17日生)

1999年４月　弁護士登録　尚和法律事務所　入所

2004年９月　内閣府国民生活局(現消費者庁)企画課課長補佐

2006年９月　郷原・米津法律事務所設立　弁護士

2015年８月　米津・村岡法律事務所設立　弁護士

2021年10月　米津法律事務所　弁護士(現任)

(重要な兼職の状況)

米津法律事務所　弁護士

別紙3

独立委員会委員の氏名及び略歴（五十音順）
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氏名

（生年月日）
略歴

むね

棟

 

　
とも

朝

 

　
ひで

英

 

　
み

美

(1959年12月30日生)

1983年４月　大阪国税局　採用

2013年７月　大阪国税局　今津税務署長

2019年７月　同　旭税務署長

2020年７月　退官

2020年８月　税理士登録

2020年９月　棟朝英美税理士事務所　代表(現任）

(重要な兼職の状況)

棟朝英美税理士事務所　代表
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別紙4

新株予約権無償割当ての概要

1．本新株予約権の割当総数

本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会決

議（以下、「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において当社取締役会

が別途定める一定の日（以下、「割当て期日」といいます。）における当社の最終

の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を除きま

す。）と同数を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において

別途定める数とします。

2．割当対象株主

割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有する当社

普通株式（ただし、同時点において、当社の有する当社株式を除きます。）1株に

つき1個を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途

定める割合で本新株予約権の無償割当てをします。

3．本新株予約権の無償割当ての効力発生日

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。

4．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当

たりの目的である株式の数（以下、「対象株式数」といいます。）は、1株を上限

として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める数としま

す。ただし、当社が株式の分割又は株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行う

ものとします。

5．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に

際して出資される財産の当社普通株式1株当たりの金額は1円以上で当社取締役会が

本新株予約権無償割当て決議において別途定める額とします。
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6．本新株予約権の譲渡制限

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

7．本新株予約権の行使条件

新株予約権の行使条件は当社取締役会において別途定めるものとします（なお、

当社取締役会が所定の手続に従って定める一定の大規模買付者並びにその共同保有

者及び特別関係者並びにこれらの者が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協

調して行動する者として当社取締役会が認めた者等（以下、「例外事由該当者」と

いいます。）による権利行使は認められないとの行使条件等、大規模買付行為等に

対する対抗措置としての効果を勘案した行使条件を付すこともあり得ます。）。

8．当社による本新株予約権の取得

当社は、一定の事由が生じたこと又は当社取締役会が別途定める日が到来したこ

とを条件として、取締役会の決議に従い、本新株予約権の全部又は例外事由該当者

以外の株主が保有する本新株予約権のみを取得することができる旨の取得条項や、

例外事由該当者以外の株主が所有する本新株予約権については当社普通株式を対価

として取得する一方、例外事由該当者が保有する本新株予約権については一定の行

使条件や取得条項が付された別の新株予約権を対価として取得する旨の取得条項

等、大規模買付行為等に対する対抗措置としての効果を勘案した取得条項等を付す

ことがあり得ます。

9．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得

当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当て

決議において当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を

無償にて取得することができるものとします。

10．本新株予約権の行使期間等

本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予

約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

以上
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

ほし

星

 

　
の

野

 

　
かず

和

 

　
や

也
（1980年12月５日生）

2005年３月　セブンスター貿易株式会社　創業

2007年５月　セブンスター貿易株式会社　代表取締役
（現任）

2011年２月　eightloop株式会社　取締役（現任）

2020年７月　カントリーガーデン・ジャパン株式会社　
設立　代表取締役（現任）

2021年４月　中小企業ホールディングス株式会社　取
締役（現任）

2021年11月　当社代表取締役会長

2022年１月　株式会社アサヒホームテクノ　取締役
（現任）

2022年１月　当社代表取締役会長兼社長（現任）

（重要な兼職の状況）

セブンスター貿易株式会社　代表取締役

eightloop株式会社　取締役

カントリーガーデン・ジャパン株式会社　代表取締役

中小企業ホールディングス株式会社　取締役

117,600株

【選任の理由】

星野和也氏は、カントリーガーデン・ジャパン株式会社の代表取締役であり、中国、香
港、台湾、ベトナム等のビジネスにおいて幅広い経験を有していることから、当社取扱
商品の海外販路開拓等での貢献が期待できると考え、引き続き同氏を取締役候補者とい
たしました。

第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名全員は、本定時株主総会終結の

時をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役

を除く。）４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、監査等委

員会として指摘すべき事項がない旨を確認しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

２

 
やま

山

 

　
ぐち

口

 

　
かず

和

 

　
あき

秋
（1968年10月3日生）

1991年４月　東京テレメッセージ株式会社　入社

2000年８月　ジェイフォン株式会社(現ソフトバンク
株式会社)　入社

2007年５月　フロンティア・マネジメント株式会社　
入社

2012年８月　ソフトバンクモバイル株式会社(現ソフ
トバンク株式会社)　入社

2016年４月　株式会社ジェクシード　入社

2021年３月　株式会社ジェクシード　常務執行役員

2022年２月　当社取締役

2022年４月　当社取締役　専務執行役員(現任)

2022年４月　アサヒニノス株式会社　取締役（現任）

０株

【選任の理由】

山口和秋氏は、複数の企業において、主に人事総務等の管理部門における豊富な経験・
実績を有しております。当社が今後の事業拡大を目指していく中で、必要な管理体制を
構築していくことに対する大いなる貢献が期待できると考え、同氏を取締役候補者とい
たしました。

３

なり

成

 

　
た

田

 

　

 

　
ゆたか

豊
（1982年１月28日生）

2007年７月　有限会社華越　入社

2010年６月　ブルーシー貿易株式会社　入社

2012年８月　リベラルファイン株式会社　入社

2017年３月　リベラルファイン株式会社　代表取締役
(現任)

2021年11月　当社取締役(現任)

2022年３月　アサヒニノス株式会社　代表取締役（現
任）

（重要な兼職の状況）

リベラルファイン株式会社　代表取締役

22,600株

【選任の理由】

成田豊氏は、貿易会社の経営者であり、東南アジア、中国、香港、台湾等のビジネスに
おいて幅広い知識・経験を有していることから、当社の取扱商品の海外販路開拓等にお
いて、大いなる貢献が期待できると考え、引き続き同氏を取締役候補者といたしまし
た。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

４

 
た

田

 

　
なか

中

 

　
たけ

威

 

　
ゆき

之
(1980年８月６日生)

2004年４月　株式会社長谷工コーポレーション　入社
2012年９月　有限会社さがの館(現　株式会社京繊)
　　　　　　入社
2013年６月　株式会社快縁　代表取締役(現任)
2014年８月　アンジュ株式会社　専務取締役
2016年７月　株式会社京繊　常務取締役(現任)
2021年11月　当社執行役員
2022年２月　当社取締役(現任)

（重要な兼職の状況）
株式会社快縁　代表取締役

株式会社京繊　常務取締役

100,000株

【選任の理由】

田中威之氏は、小売業及び卸売業界における豊富な知識・経験を活かし、複数の企業に
おける経営実績を有しております。また、建築業・不動産業業界における知識・経験か
ら、住宅関連の商品開発及び販売に関するノウハウ等も有しております。同氏の経営実
績やノウハウは、当社の今後の取り組みに対する大いなる貢献が期待できると考え、同
氏を取締役候補者といたしました。

(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

締結しており、当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び監査等委員である取
締役が業務に起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が
被る損害が補償されます。ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った
行為に起因する損害は補償されない等、一定の免責事由があります。各候補者が取締役に
選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次
回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式の数

みや

宮

 

　
さき

崎

 

　
ただ

忠

 

　
お

雄
(1964年11月６日生)

1986年１月　行政書士試験　合格

1986年11月　社会保険労務士試験　合格

1987年８月　社会保険労務士登録・開業

1994年７月　行政書士登録・開業

2019年12月　海事代理士試験合格

2020年２月　海事代理士登録・開業

０株

【選任理由及び期待される役割】

宮崎忠雄氏は、行政書士や社会保険労務士として多くの企業に携わってきた豊富な経験

や実績を有しております。監査等委員である取締役に就任した場合、その経験等を活か

して当社の経営全般の監督機能および当社グループのガバナンス強化のために尽力いた

だけることを期待しております。

第６号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、

補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

(注)　１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険

契約を締結しており、当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び監査等委

員である取締役が業務に起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことに

より被保険者が被る損害が補償されます。ただし、被保険者が法令に違反することを

認識しながら行った行為に起因する損害は補償されない等、一定の免責事由がありま

す。候補者が監査等委員である取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者と

なります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定してお

ります。

３．当社は、宮崎忠雄氏の選任が承認され、監査等委員である取締役に就任した場合に

は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会

社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。

以上
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株主総会会場ご案内略図

大阪市中央区本町橋２番５号

マイドームおおさか　８階　第３会議室

TEL 06-6947-4321
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至 谷町九丁目､天王寺

谷
町
四
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目
駅

堺
筋
本
町
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文

マイドームおおさか

中 央 線

至 日本橋､天下茶屋

船場センタービル

阪 
神 
高 

速

出口 出口

出口１

本町通

12 ４

シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
大
阪

帝人ビル

東警察署

Ｎ

交通のご案内

・地下鉄堺筋線、中央線「堺筋本町」駅の①⑫番出口から徒歩約７分

・地下鉄谷町線「谷町四丁目」駅の④番出口から徒歩約７分

お願い

駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。



第 72 期 報 告 書

(第72回定時株主総会招集ご通知添付書類）

自：2021年12月１日

至：2022年11月30日

 アサヒ衛陶株式会社
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事 業 報 告

(2021年12月１日から)2022年11月30日まで

添 付 書 類

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度における日本及び世界経済は、日本国内では新型コロナウ

イルス感染症の新規感染者が抑えられてきたことによる経済の持ち直しが期

待されておりましたが、新型コロナウイルスの変異株などの新規感染が広が

っており、また、世界においても新型コロナウイルス感染症の新規感染者が

減少したことを契機に、全体的には経済の持ち直しの動きが見られておりま

した。しかしながら、ウクライナ情勢の長期化によるエネルギー問題等によ

る原材料や輸送コストの高騰、急激な円安などにより、不確実性の高い状況

となっております。

このような経済環境の中、当社グループは、「中期経営計画2022年～2024

年」を策定し、『住宅設備メーカー企業から「住まいと暮らし」創造企業グ

ループへ』住宅設備機器製造事業から派生する事業を事業多角化戦略により

展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まいと暮らし」を提

供することのできる企業体へと転換を図っております。

上記の通り世界情勢の先行きが未だ不透明な状況の中で、海外事業にかわ

る新たな事業を事業多様化戦略に取り組む必要があると考えており、従前か

ら取り組んできた基幹事業である衛生陶器事業に加えて、新規事業として立

ち上げた一般住宅向け太陽光発電システム及び蓄電池システム事業に加え、

EVスタンド機器の販売事業を立ち上げ、新たな収益基盤の確保に努めて参り

ます。

売上面では、海外事業については、ベトナムにおいては新型コロナウイル

ス感染症による影響が長引いており、生産面で製作の人員確保が難しかった

ことによる欠品が生じたための販売機会が失われた事及び生産コストが上昇

した事が影響となっております。またミャンマーにおける政情をきっかけと

したベトナム政府の方針転換も事業活動に影響が出ていることから、粗利率

が低下しており、収益の回復が遅れております。国内事業については、新た

に立ち上げたリサイクル事業がプラスとなったものの、それ以外の事業につ
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いては計画通りに推移しておりません。また、売上原価について円安により

コストが上昇していること、組織再編のための販売費及び一般管理費が増加

しており収益の回復が遅れております。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,282百万円(前期比29.3％増

加)、営業損失は188百万円(前期は５百万円の営業損失)、経常損失は158百

万円(前期は６百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する当期純損失は163

百万円(前期は41百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりまし

た。

なお、当社グループは住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セ

グメント別の記載を省略しております。

②設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資は、連結子会社である

株式会社アサヒホームテクノの本社兼ショールームの内装が主なもので、そ

の総額は10百万円であります。

③資金調達の状況

　当連結会計年度において、第４回新株予約権が1,176個権利行使されたこ

と及び、第６回新株予約権が1,778個権利行使されたこと、ならびにに第三

者割当により新株の発行を実施したことで、235百万円の資金調達を行って

おります。
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区 分
第 69 期
(2018.12～
2019.11)

第 70 期
(2019.12～
2020.11)

第 71 期
(2020.12～
2021.11)

第 72 期
(当連結会計年度)

(2021.12～
2022.11)

売 上 高 (百万円) 2,426 2,002 1,765 2,282

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △316 13 ６ △158

親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 失 ( △ )

(百万円) △371 17 △41 △163

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) △220.26 7.56 △13.54 △49.46

総 資 産 (百万円) 1,619 1,960 2,053 2,072

純 資 産 (百万円) 543 971 1,146 1,210

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 298.37 350.26 361.81 321.75

(2) 財産および損益の状況

①　企業集団の財産および損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発

行済株式総数に基づき算出しております。また、１株当たり純資産額は、自己株式を

控除した期末発行済株式数に基づき算出しております。

２. 第69期につき、ＥＳＯＰ信託が所有する自己株式は、１株当たり純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純損

失の算定上、期中平均発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めており

ます。
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区 分
第 69 期
(2018.12～
2019.11)

第 70 期
(2019.12～
2020.11)

第 71 期
(2020.12～
2021.11)

第 72 期
(当事業年度)
(2021.12～
2022.11)

売 上 高 (百万円) 2,318 1,920 1,755 1,800

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △313 15 △０ △173

当期純利益又は当期純損失
(△)

(百万円) △368 18 △45 △193

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) △218.53 8.20 △14.60 △58.47

総 資 産 (百万円) 1,615 1,941 2,046 1,928

純 資 産 (百万円) 544 973 1,152 1,202

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 299.28 350.86 363.54 323.76

②　当社の財産および損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発

行済株式総数に基づき算出しております。また、１株当たり純資産額は、自己株式を

控除した期末発行済株式数に基づき算出しております。

２. 第69期につき、ＥＳＯＰ信託が所有する自己株式は、１株当たり純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純損

失の算定上、期中平均発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めており

ます。

会 社 名 資本金 当社の出資比率 主 な 事 業 内 容

VINA ASAHI CO.,LTD. 28,378千円 　　　　　100％ 住宅設備機器の販売

株式会社アサヒホームテクノ 50,000千円 　　　　　100％
住宅設備機器の販売
及び施工

アサヒニノス株式会社 23,160千円 　　　　 86.4％ リサイクル事業

株式会社チャミ・コーポレーシ
ョン

9,665千円 　　　　 50.82％
輸入家具、オフィス
家具及び日用品の卸
販売

(3) 重要な親会社および子会社の状況

　①　親会社の状況

　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況
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　(4）対処すべき課題

　当連結会計年度における日本及び世界経済は、日本国内では新型コロナウイ
ルス感染症の新規感染者が抑えられてきたことによる経済の持ち直しが期待さ
れておりましたが、新型コロナウイルスの変異株などの新規感染が広がってお
り、また、世界においても新型コロナウイルス感染症の新規感染者が減少した
ことを契機に、全体的には経済の持ち直しの動きが見られておりました。しか
しながら、ウクライナ情勢の長期化によるエネルギー問題等による原材料や輸
送コストの高騰、急激な円安などにより、不確実性の高い状況となっておりま
す。
　このような経済環境の中、当社グループは、「中期経営計画2022年～2024
年」を策定し、『住宅設備メーカー企業から「住まいと暮らし」創造企業グル
ープへ』住宅設備機器製造事業から派生する事業を事業多様化戦略により展開
し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まいと暮らし」を提供する
ことのできる企業体へと転換を図っております。
　このような厳しい経済環境の中、当社グループは、下記に記載の対応策を実
施することにより、収益性及び財務体質の改善を図って参ります。
・今後の事業戦略について
　当社グループは、上記のとおり世界情勢の先行きが未だ不透明な状況の中
で、海外事業にかわる新たな事業を事業多様化戦略に取り組む必要があると
考えており、従前から取り組んできた基幹事業である衛生陶器事業に加え
て、新規事業として立ち上げた一般住宅向け太陽光発電システム及び蓄電池
システム事業に加え、EVスタンド機器の販売事業を立ち上げ、新たな収益基
盤の確保に努めて参ります。

・財務基盤の安定化
　事業成長と安定した収益基盤の整備に必要な資金を調達するため、2022年９

月22日開催の取締役会において、2022年10月12日を割当日とする第三者割当
による新株式及び第５回新株予約権ならびに第６回新株予約権の発行を決議
し、新株式の発行による資金調達が完了するとともに、第４四半期連結会計
期間以降において新株予約権の行使による資金調達を行って参ります。
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(5) 主要な事業内容（2022年11月30日現在）
当社グループは、衛生機器（衛生陶器、附属器具、水洗便器セット、その他関

連機器）・洗面機器（洗面化粧台、化粧鏡、天板、その他関連機器）の製造、仕
入、販売及びリサイクル事業を行っております。

名 称 所 在 地

本 社 ・ 大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区

東 京 支 店 東 京 都 北 区

九 州 支 店 佐 賀 県 鳥 栖 市

中 四 国 営 業 所 広 島 市 安 佐 南 区

香 川 事 業 所 香 川 県 東 か が わ 市

名 称 所 在 地

V I N A  A S A H I  C O . , L T D . ベ ト ナ ム 社 会 主 義 共 和 国

株 式 会 社 ア サ ヒ ホ ー ム テ ク ノ 福 岡 市 南 区

ア サ ヒ ニ ノ ス 株 式 会 社 大 阪 市 中 央 区

株式会社チャミ・コーポレーション 東 京 都 大 田 区 平 和 島

(6) 主要な事業所（2022年11月30日現在）

  ①　当社の主要な事業所

  ②　子会社の事業所
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使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

　　　　　　63名(13名) 11名増(3名増)

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

54名(13名) 5名増(3名増) 48.1歳 11.8年

(7) 使用人の状況（2022年11月30日現在）

　①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員数は年間の平均雇用人員を（ ）内に外数で記載して
おります。

　 ②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員数は年間の平均雇用人員を（ ）内に外数で記載して

おります。

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 243

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 84

株 式 会 社 京 都 銀 行 47

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 45

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 43

星 野 和 也 13

(8) 主要な借入先の状況（2022年11月30日現在）
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①　発行可能株式総数 9,000,000株

②　発行済株式の総数 3,693,900株

③　株主数 1,997名

株　　　主　　　名 持株数（株） 持株比率（％）

カントリーガーデン・ジャパン株式会社 228,900 6.20

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 192,700 5.22

金 井 和 彦 130,600 3.54

星 野 和 也 117,600 3.19

ＢＡＮＫ　ＪＵＬＩＵＳ　ＢＡＥＲ　ＡＮＤ　ＣＯ．ＬＴＤ．

Ｓ Ｉ Ｎ Ｇ Ａ Ｐ Ｏ Ｒ Ｅ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ
111,500 3.02

楽 天 証 券 株 式 会 社 106,300 2.88

創 展 環 球 有 限 公 司 101,600 2.75

田 中 威 之 100,000 2.71

伸 和 工 業 株 式 会 社 83,100 2.25

プラスワンホールディングス株式会社 78,000 2.11

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2022年11月30日現在）

(注)新株予約権の権利行使及び第三者割当による新株式の発行により、発行済株式

の総数は524,300株増加しております。

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は、自己株式(2,135株)を控除して計算しております。
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(2)新株予約権等の状況

　①当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2022年11月30日現在）

　　  該当事項はありません。

　②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

　　　の状況

　　　該当事項はありません。

　③その他新株予約権等の状況（2022年11月30日現在）

　　第５回新株予約権　10,298個　1,029,800株

　　第６回新株予約権　 2,030個　　203,000株

　　第７回新株予約権　 3,372個　　337,200株
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長
兼 　 社 長
( 代 表 取 締 役 )

星 野 和 也

セブンスター貿易株式会社　代表取締役
eightloop株式会社　取締役
カントリーガーデン・ジャパン株式会社
代表取締役
中小企業ホールディングス株式会社　取締役
株式会社アサヒホームテクノ　取締役

取 締 役 山 口 和 秋
専務執行役員 経営企画本部長
アサヒニノス株式会社　取締役

取 締 役 成 田 　 豊
アサヒニノス株式会社　代表取締役

リベラルファイン株式会社　代表取締役

取 締 役 田 中 　 威 之
株式会社快縁　代表取締役

株式会社京繊　常務取締役

取締役 (監査等委員 ) 三 村 　 淳 司

三村公認会計士事務所　代表
株式会社リライズ・パートナーズ　代表取締役
株式会社アジュバンコスメジャパン社外取締役
東和薬品株式会社　社外監査役
株式会社エーアイテイー　社外監査役

取締役 (監査等委員 ) 米 津 　 航 米津法律事務所　弁護士

取締役 (監査等委員 ) 棟 朝 　 英 美 棟朝英美税理士事務所　代表

(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（2022年11月30日現在）

（注）１. 取締役(監査等委員)三村淳司氏、取締役(監査等委員)米津航氏および取締役(監査等委

員)棟朝英美氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２. 当社は、監査等委員会が内部監査室との連携を強化して、内部統制システムを通じた組

織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤

の監査等委員を選定しておりません。

３. 取締役(監査等委員)三村淳司氏は、公認会計士としての専門的見地から、財務、会計全

般に関する知見を有しております。

４. 取締役(監査等委員)米津航氏は、弁護士としての専門的見地から、コンプライアンス等

企業統治に対する知見を有しております。

５. 取締役(監査等委員)棟朝英美氏は、大阪国税局、税務署長の経験、税理士としての専門

的見地から、税務、財務会計に対する知見を有しております。

６. 取締役(監査等委員)三村淳司氏、取締役(監査等委員)米津航氏および取締役(監査等委

員)棟朝英美氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

７. 当社は、取締役(監査等委員)三村淳司氏、取締役(監査等委員)米津航氏および取締役

(監査等委員)棟朝英美氏との間で、会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長
( 代 表 取 締 役 )

星 野 和 也

セブンスター貿易株式会社　代表取締役
eightloop株式会社　取締役
カントリーガーデン・ジャパン株式会社　代
表取締役
中小企業ホールディングス株式会社　取締役
株式会社アサヒホームテクノ　取締役

取 締 役 尾 端 友 成

プラスワンホールディングス株式会社　代表
取締役
一般社団法人リアフールコレクション　理事
株式会社オアノエンターテインメント　代表
取締役
株式会社PREMIUM　代表取締役

取 締 役 中 西 佑 介 XIV不動産株式会社　代表取締役

取締役 (監査等委員 ) 平 川 智 一
社会保険労務士法人Voice　代表
株式会社Voice　代表取締役

取締役 (監査等委員 ) 菅 原 勝 治
シンワアートオークション株式会社　顧問
全国麻雀業組合総連合会　特別顧問

取締役 (監査等委員 ) 佐 藤 秀 樹

汐留パートナーズ株式会社　監査役
汐留プロパティ株式会社　取締役
汐留トラスト株式会社　代表取締役
弁護士法人みやび　代表弁護士

しております。当該契約により、各氏がその任務を怠ったことにより当社に損害を与え

た場合で、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失のないときは、会社法第425条

第１項に定める最低責任限度額を限度として当社に対し、責任を負うものとしておりま

す。

②　当事業年度中の取締役の地位、担当および重要な兼職の異動
　　2022年1月19日付で、取締役会長（代表取締役）星野和也氏は取締役会長

兼社長（代表取締役）に就任いたしました。
　　2022年1月19日付で、取締役社長（代表取締役）尾端友成氏は取締役社長

（代表取締役）を辞任いたしました。
　　2022年2月25日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）尾端友成氏、取締役（監査等委員である
取締役を除く。）中西佑介氏、取締役（監査等委員）平川智一氏、取締役
（監査等委員）菅原勝治氏、取締役（監査等委員）佐藤秀樹氏は退任いた
しました。

　　なお、就任時及び退任時の地位、担当および重要な兼職の状況は以下のと
おりであります。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取
締役(監査等委員である取締役を除く。)および監査等委員である取締役で
あり、被保険者は保険料を負担しておりません。被保険者が業務に起因し
て、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る
損害が補償されます。
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　　ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因
する損害は補償されない等、一定の免責事由があります。

④　取締役の報酬等
　イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　　当社は、2021年２月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容にかかる決定方針を決議しております。
　　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりであ

ります。
　　１．基本方針
　　当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。以下同様。)の報酬は、各

取締役の業績への貢献や業務執行状況等を勘案して決定することとし、そ
の内容は月例の固定報酬及び内規に基づく退職慰労金から構成されるもの
とする。

　　なお、監査等委員である取締役の報酬額は、監査等委員である取締役の協
議により決定しております。

　　２．取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時
期または条件の決定に関する方針を含む。)

　　当社の取締役の個人別の報酬等については、以下のように決定・支給する
こととする。

　・固定報酬
　　毎月一定の金額を支給することとし、各取締役の役位・職責・在任年数に

応じて、当社の業績・従業員の給与水準等を考慮しながら、総合的に勘案
して決定することとする。

　・退職慰労金
　　内規に基づき毎月一定の金額の積み立てを行い、退任時に株主総会で退職

慰労金の支給について決議を行った上で、取締役会にて業績への貢献や業
務執行状況等を勘案し、具体的な支給金額の決議を行った後に支給を行
う。

　　３．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具

体的内容について委任を受けることとする。その権限の内容及び最良の範
囲は、株主総会にて定めた報酬等総額の限度額の範囲内での固定報酬の決
定についてである。

ロ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもので
あると取締役会が判断した理由

　　個人別の報酬額につき代表取締役社長が算定した金額・内容については、
社外取締役である監査等委員である取締役が問題ないことを確認した上で
決定していることから、取締役会としては当該内容が決定方針に沿うもの
であると判断しております。
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役 員 区 分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円）

対 象 と な
る 役 員 の
員 数固 定 報 酬 退職慰労金

取締役(監査等委員を除く)
( う ち 社 外 取 締 役 )

23,291
(－)

21,000
(－)

2,291
(－)

6名
(－名)

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

6,900
(6,900)

6,900
(6,900)

－
(－)

6名
(6名)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

30,191
（6,900)

27,900
(6,900)

2,291
(－)

12名
(6名)

ハ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 上記には、2022年２月25日付で辞任した取締役(監査等委員である取締役を除く。)２名
及び監査等委員である取締役３名(うち、社外取締役３名)を含めております。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 退職慰労金には、役員退職慰労引当金の当事業年度繰入額を記載しております。
４. 取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬限度額は、2016年２月26日開催の第65

回定時株主総会において年額80百万円以内と決議をいただいております。当該定時株主
総会終結時の取締役(監査等委員である取締役を除く。)の員数は３名であります。

５. 取締役(監査等委員)の報酬限度額は、2016年２月26日開催の第65回定時株主総会におい
て年額20百万円以内と決議をいただいております。当該定時株主総会終結時の取締役
(監査等委員)の員数は３名であります。
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区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 先 当 社 と の 関 係

社外取締役
(監査等委員)

平 川 智 一
社会保険労務士法人Voice　
代表
株式会社Voice　代表取締役

特別な関係はありません。

社外取締役
(監査等委員)

菅 原 勝 治

シンワアートオークション
株式会社　顧問
全国麻雀業組合総連合会　
特別顧問

特別な関係はありません。

社外取締役
(監査等委員)

佐 藤 秀 樹

汐留パートナーズ株式会社
監査役
汐留プロパティ株式会社
取締役
汐留トラスト株式会社
代表取締役
弁護士法人みやび
代表弁護士

特別な関係はありません。

社外取締役
(監査等委員)

三 村 淳 司

三村公認会計士事務所

代表

株式会社リライズ・パー

トナーズ　代表取締役

株式会社エーアイテイー

社外監査役

株式会社アジュバンコス

メジャパン　社外取締役

特別な関係はありません。

社外取締役
(監査等委員)

米 津 　 航 米津法律事務所　弁護士 特別な関係はありません。

社外取締役
(監査等委員)

棟 朝 英 美
棟朝英美税理士事務所　
代表

特別な関係はありません。

⑤　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係
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区 分 氏 名
主な活動状況及び期待される役割に関して
行 っ た 職 務 の 概 要

社 外 取 締 役
(監査等委員)

平 川 智 一

2022年2月25日の辞任までの当事業年度開催の取

締役会7回のうち5回に出席し、また、当事業年

開催の監査等委員会2回全てに出席しており、主

に社会保険労務士としての経験を活かして人

事・経営労務に関する監督・指導助言を行うこ

とで、期待される役割を果たして参りました。

社 外 取 締 役
(監査等委員)

菅 原 勝 治

2022年2月25日の辞任までの当事業年度開催の取

締役会7回のうち2回に出席し、また、当事業年

開催の監査等委員会2回のうち1回に出席してお

り、主に警視庁での経験を生かしてコンプライ

アンスや危機管理に関する監督・指導助言を行

うことで、期待される役割を果たして参りまし

た。

社 外 取 締 役
(監査等委員)

佐 藤 秀 樹

2022年2月25日の辞任までの当事業年度開催の取

締役会7回のうち6回に出席し、また、当事業年

開催の監査等委員会2回全てに出席しており、主

に弁護士としての経験を生かしてコンプライア

ンスや法務に関する監督・指導助言を行うこと

で、期待される役割を果たして参りました。

社 外 取 締 役
(監査等委員)

三 村 淳 司

2022年2月25日の就任以降、当事業年度開催の取

締役会19回全てに出席し、また、当事業年度開

催の監査等委員会13回全てに出席しており、主

に公認会計士としての専門的見地から発言を適

宜行っておりました。さらに、上記以外の社内

の会議にも参加して適宜助言・指導を行うな

ど、期待される役割を果たして参りました。

社 外 取 締 役
(監査等委員)

米 津 　 航

2022年2月25日の就任以降、当事業年度開催の取

締役会19回全てに出席し、また、当事業年度開

催の監査等委員会13回全てに出席しており、主

に弁護士としての専門的見地から発言を適宜行

っておりました。さらに、上記の会議以外にお

いても個別に助言・指導を行うなど、期待され

る役割を果たして参りました。

ロ．当事業年度の主な活動状況及び社外取締役が果たすことが期待される役

割に関して行った職務の概要
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取 締 役
(監査等委員)

棟 朝 英 美

2022年2月25日の就任以降、当事業年度開催の取

締役会19回全てに出席し、また、当事業年度開

催の監査等委員会13回全てに出席しており、主

に税理士としての専門的見地から発言を適宜行

っておりました。さらに、上記の会議以外にお

いても個別に助言・指導を行うなど、期待され

る役割を果たして参りました

(注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条第２項に基づき、取

締役会決議があったものとみなす書面決議が５回ありました。
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支 払 額

千円
・当事業年度に係る報酬等の額 21，600

・当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

21，600

(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称　　　　　監査法人アリア

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないこと

から、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　　　３. 当社の海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人(外

国におけるこれらの資格を有する者を含む。)の監査を受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合に、監査等委員全員の同意に基づき、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、

解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその

理由を報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人監査法人アリアは、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の賠償責任に対し、法令が規定する最低責任限度額

を限度とする契約を締結しております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての整備状況および

当該体制の運用状況は次のとおりであります。

１. 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合す

ることを確保するための体制

取締役、使用人を含めた行動指針として法令遵守、社会規範、社会倫理の遵

守を企業活動の前提とすることを徹底する。

取締役会は、取締役会規程、職務権限規程等の職務の執行に関する社内規程

を制定し、取締役、使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。

内部監査室を設置し、コンプライアンス体制の構築および維持向上を推進す

る。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に関する情報および文書の取扱いについて、文書取扱規

程に従い保存および管理することとする。

取締役は、これらの情報を閲覧できるものとする。

３. 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社および海外子会社の損失の危険については、リスク管理に関する基本方

針をリスク管理規程に定め、この規程に沿ったリスク管理体制を整備・構築

する。各部門はリスク管理規程に定義されたリスクに対して管理を行い、経

営管理部が各部門のリスク管理を横断的に管理・支援する。内部監査室は、

各部門が効果的にリスク管理を行えるよう助言・調整を行うとともに、経営

管理部と連携して実施状況の監査を行うものとする。

また経営上重要な事項については、リスク管理規程に従い執行役員会におい

て定期的に審議を行うほか、取締役会に報告を行うものとする。

４. 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

取締役会は毎月１回定期的に開催のほか、必要に応じて随時開催して、会社

経営方針をはじめ重要事項の審議・決定を行うものとする。

取締役、執行役員および取締役が必要と認めた者により構成される執行役員

会を毎月定期的に開催し、経営に重要な影響を及ぼす事項または全社に関係

する重要な事項の審議を行うとともに、各部署の主要な施策と事業計画に関

する予算実績の進捗状況の確認を行うものとする。
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５. 企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社および海外子会社における業務の適正を確保するために、共通の経営理

念および行動指針の周知徹底を取締役・使用人に図る。また、「海外子会社

管理規程」を制定し、海外子会社の管理運営体制を構築している。

海外子会社の取締役・使用人が、重大な法令・定款違反および不正行為を及

ぼすおそれのある事実を知ったときは、当社取締役会に報告する。当社取締

役会は、当該事項について審議を行い、必要と認める場合、海外子会社に対

し適切な措置を講じるように指示する。

６. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置く体制と当該使用人の他の取締

役(監査等委員である取締役を除く。)からの独立性に関する事項および監査

等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人を置

くものとする。なお、当該使用人の人選、異動等人事権に係る事項の決定に

は監査等委員会の同意を得ることとする。

また、当該使用人に対する指揮命令権限は、監査等委員会に帰属するものと

する。

７. 監査等委員会への報告に関する体制

当社および海外子会社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)および使

用人は取締役会等の重要な会議において随時業務の状況を報告するととも

に、当社および海外子会社に重要な影響を及ぼす事実が発生した場合はその

内容を速やかに監査等委員会に報告することとする。

また、当社および海外子会社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)お

よび使用人は、監査等委員会から業務の執行に関する事項およびその他の重

要な事項について報告を求められたときは、速やかにかつ適正に対応するも

のとする。

８. 監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受

けないことを確保する体制

当社は、監査等委員会に対して報告を行った当社および海外子会社の役員お

よび使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行わ

ないものとする。
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９. 監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続きそ

の他の当該職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関

する事項

監査等委員がその職務の執行(監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。)に必要な費用の前払い等の請求をした場合、当該費用または監査等委

員の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用または債務を処

理するものとする。

10. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は業務上重要な会議への出席および議事録等の関連資料の閲覧を

自由に行うことができる。

また、監査等委員会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。)および重

要な使用人から、個別ヒヤリングの機会を設けるとともに、定期的に監査法

人および内部監査室との意見交換を行い、必要に応じて代表取締役と意見交

換を行うことができる。

11. 当該体制の運用状況

当社は、2016年２月26日付で監査等委員会設置会社へ移行し、取締役会の議

決権を有する監査等委員が行うことによる監査・監督機能の強化およびコー

ポレート・ガバナンス体制の充実を図っております。内部監査室は、監査等

委員および会計監査人と連携して内部監査計画に基づき、財務に係る内部統

制の評価を実施し、その結果を代表取締役に報告するとともに必要に応じて

改善策の指導・支援を行っております。

また、内部監査室は、コンプライアンス意識の向上と不正行為の防止を図る

ため、取締役・使用人に対しコンプライアンスに関する研修を実施するなど

啓蒙活動を実施しております。
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(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の事業の本

質、当社の企業理念及び当社企業価値の源泉、取引先企業等の当社のステークホ

ルダーとの信頼関係の重要性を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保・向上させる者でなければならないと考えております。

　本株主総会において、買収防衛策の導入をお諮りしたいと存じます。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2022年11月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

電 子 記 録 債 権

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 不 動 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

差 入 れ 保 証 金

そ の 他
　

1,585,417

325,518

68,848

383,928

491,260

214,385

114,101

△12,624

486,855

345,491

65,744

2,118

812

2,464

8,506

254,767

10,670

405

24,875

24,875

116,488

62,744

5,450

80

29,732

18,481
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 421,997

支払手形及び買掛金 69,725

短 期 借 入 金 13,330

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

179,441

未 払 金 79,747

未 払 費 用 14,790

未 払 法 人 税 等 11,979

未 払 消 費 税 等 793

賞 与 引 当 金 2,570

製 品 保 証 引 当 金 5,079

そ の 他 44,540

固 定 負 債 439,831

長 期 借 入 金 366,381

退職給付に係る負債 32,079

役員退職慰労引当金 2,291

預 り 営 業 保 証 金 22,260

そ の 他 16,818

負 債 合 計 861,829

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 1,223,609

資 本 金 1,970,615

資 本 剰 余 金 568,405

利 益 剰 余 金 △1,313,406

自 己 株 式 △2,005

その他の包括利益累計額 △35,767

為替換算調整勘定 △35,767

新 株 予 約 権 7,386

非 支 配 株 主 持 分 15,214

純 資 産 合 計 1,210,443

資 産 合 計 2,072,272 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,072,272
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連 結 損 益 計 算 書

(2021年12月１日から
2022年11月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,282,859

売 上 原 価 1,575,791

売 上 総 利 益 707,067

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 895,304

営 業 損 失 188,236

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 2,180

そ の 他 68,775 70,955

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,688

そ の 他 35,375 41,064

経 常 損 失 158,346

特 別 利 益

負 の の れ ん 発 生 益 2,266 2,266

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 156,079

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,435 6,435

当 期 純 損 失 162,515

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 919

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 163,435
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連結株主資本等変動計算書

(2021年12月１日から
2022年11月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 1,852,120 448,870 △1,147,950 △1,983 1,151,056

誤謬の訂正による累積的
影響額

△6,169 △6,169

遡及処理後当期首残高 1,852,120 448,870 △1,154,119 △1,983 1,144,887

当連結会計年度変動額

新株の発行(新株予約
権 の 行 使 )

118,494 118,494 236,988

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 失

△163,435 △163,435

自 己 株 式 の 取 得 △21 △21

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

1,041 4,149 5,190

当連結会計年度変動額合計 118,494 119,535 △159,286 △21 78,722

当連結会計年度末残高 1,970,615 568,405 △1,313,406 △2,005 1,223,609

その他の包括
利 益 累 計 額

新 株 予 約 権
非  支  配
株 主 持 分

純 資 産 合 計
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △5,018 △5,018 809 － 1,146,848

誤謬の訂正による累積的
影響額

△6,169

遡及処理後当期首残高 △5,018 △5,018 809 － 1,140,678

当連結会計年度変動額

新株の発行(新株予約
権 の 行 使 )

236,988

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 失

△163,435

自 己 株 式 の 取 得 △21

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△30,748 △30,748 6,577 15,214 △3,767

当連結会計年度変動額合計 △30,748 △30,748 6,577 15,214 69,765

当連結会計年度末残高 △35,767 △35,767 7,386 15,214 1,210,443

（単位：千円）
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　当社グループは、「中期経営計画2022年～2024年」を策定し、『住宅設備メーカー企業から
「住まいと暮らし」創造企業グループへ』住宅設備機器製造事業から派生する事業を事業多様化
戦略により展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まいと暮らし」を提供するこ
とのできる企業体へと転換を図っております。
　海外事業が引き続き新型コロナウイルス感染症等の影響により伸び悩んでいること等、グルー
プ全体として十分な収益力及び財務体質の改善に至っていない状況にあります。
　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。このような状
況を早期に解消すべく、下記に記載の対応策を実施することにより、収益性及び財務体質の改善
を図って参ります。

・今後の事業戦略について
　当社グループは、上記のとおり世界情勢の先行きが未だ不透明な状況の中で、海外事業にかわ
る新たな事業を事業多様化戦略に取り組む必要があると考えており、従前から取り組んできた基
幹事業である衛生陶器事業に加えて、新規事業として立ち上げた一般住宅向け太陽光発電システ
ム及び蓄電池システム事業に加え、EVスタンド機器の販売事業を立ち上げ、新たな収益基盤の確
保に努めて参ります。
・財務基盤の安定化
　事業成長と安定した収益基盤の整備に必要な資金を調達するため、2022年９月22日開催の取締
役会において、2022年10月12日を割当日とする第三者割当による新株式及び第５回新株予約権並
びに第６回新株予約権の発行を決議し、新株式の発行による資金調達が完了するとともに、第４
四半期連結会計期間以降において新株予約権の行使による資金調達を行って参ります。

　しかしながら、これらの諸施策は新規事業の立ち上げも含まれていることから計画どおりの進
捗が確約されているものではなく、今後の事業の進捗状況によっては、資金繰りに重要な影響を
及ぼす可能性があることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま
す。
　なお、当社グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に
関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　4社　　　　（うち新規3社）
・連結子会社の名称　　　　　　　VINA ASAHI CO.,LTD.
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社アサヒホームテクノ
　　　　　　　　　　　　　　　　アサヒニノス株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社チャミ・コーポレーション
・連結の範囲の変更　　　　　　　当連結会計年度から、新規に設立をした株式会社アサヒ

ホームテクノ、新規に出資を行ったアサヒニノス株式会
社及び株式会社チャミ・コーポレーションを連結の範囲
に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
 VINA ASAHI CO.,LTD.の決算日は９月30日であります。
 株式会社アサヒホームテクノの決算日は11月30日であります。
 アサヒニノス株式会社の決算日は11月30日であります。
 株式会社チャミ・コーポレーションの決算日は7月31日であります。
なお、連結計算書類の作成にあたっては、VINA ASAHI CO.,LTD.は同決算日現在の計算書類
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　商品及び製品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

を使用しております。但し、10月１日から連結決算日11月30日までの期間に発生した重要な
取引については、連結上必要な調整を行っております。株式会社チャミ・コーポレーション
は11月30日現在の計算書類を使用しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券
　　その他有価証券

　市場価格のないもの以外 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっ
ております。）

　市場価格のないもの 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）および投資不動産

定率法
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備および構築物については定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物、構築物　　　　　　　３年～53年
工具、器具及び備品　  　　２年～18年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）によっております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 期末日現在に有する売掛債権等の貸倒れによる損失に備

えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるために、翌連結会計年度の支
給予定額のうち当連結会計年度に属する支給対象期間見
合額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払いに備えるために、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

　　④　収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なにおける主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下の通
りであります。

住宅設備機器事業においては、主に衛生機器及び洗面機器の製造及び販売を行っておりま
す。このような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した
時点で収益を認識しております。
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なお、商品及び製品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したもの
については、他の当事者が提供する商品及び製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に
支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

　　⑤　退職給付に係る会計処理の方法
　　　　退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社の資産および負債は、決算期末日の直物為替
相場により円貨に換算し、収益および費用は、期中平均為替相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」に含めて計上しております。

(5) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

３．会計方針の変更
①収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会
計基準」という。) 等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会
計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約
に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)
に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、期首
より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額は軽微であるため、当連結会計年
度の期首から新たな会計方針を適用しております。この結果、収益認識会計基準の適用によ
る、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

②時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する
事項等の注記を行うことといたしました。

４．過去の誤謬の修正
　過年度より計上すべきであった製品保証引当金が計上されておりませんでした。前連結会計
年度以前の累積的影響額は、前連結会計年度の期首の資産、負債及び純資産の額に反映してお
ります。この結果、前連結会計年度の期首の純資産の額は8,018千円減少しております。
　また、当該修正再表示の結果、前連結会計年度の連結貸借対照表は、製品保証引当金が
6,169千円増加し、利益剰余金が同額減少しております。
　なお、当該誤謬の訂正に関する、連結損益計算書及び、１株当たり当期純損失への影響はあ
りません。
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建物 57,516千円
土地 254,767千円
投資不動産 62,744千円

計 375,027千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 819,517千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,169,600 524,300 － 3,693,900

５．表示方法の変更
　該当事項はありません。

６．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　 該当事項はありません。
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループでは、保有する固定資産のうち減損の兆候があると認められる資産又は資産グ
ループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総
額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を正味売却価額又は使用価値まで減損処理しており
ます。
　今後の事業計画や市場環境の変動等により、資産の使用範囲の変更や回収可能価額を著しく
低下する事象が生じた場合には、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性があります。

棚卸資産評価損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　△3,013千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループでは、過去の販売・使用実績及び今後の販売・使用見込みから考えて収益性が
低下していると見込まれる在庫については、社内規定に基づいて算出した評価損金額を帳簿価
額から切り下げ、当該評価損金額を連結損益計算書に計上しております。
　今後の在庫の販売・使用が減少することにより、収益性が低下していると見込まれる在庫が
増加する場合には、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がありま
す。

７．会計上の見積りの変更
該当事項はありません。

８．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

　上記物件は、１年内返済予定の長期借入金177,437千円ならびに長期借入金286,783千円の担
保に供しております。

９．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加295,400株は新株予約権の行使による新株式の発行によ
るものであり、228,900株は、第三者割当による新株式の発行によるものであります。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,100 35 － 2,135

新株予約権の内訳

新 株 予 約
権 の 目 的
と な る 株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会
計年度末
残高(千

円)

当連結会
計年度期
首

当連結会計
年度増加

当連結会
計年度減
少

当連結会計
年度末

第４回新株予約権 普通株式 130,600 － 130,600 － －

第５回新株予約権 普通株式 － 1,029,800 － 1.029,800 1,997

第６回新株予約権 普通株式 － 380,800 177,800 203,000 769

第７回新株予約権 普通株式 － 337,200 － 337,200 4,619

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加35株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

10．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、デリバティブは後述す
るリスクを回避するために利用しており投機的な投資は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である電子記録債権、受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていま
すが、営業部及び企画管理部にて与信管理規程に沿って相手先ごとの期日管理および残高管
理を行うとともに、信用状況を定期的にモニタリングしリスク低減を図っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金及び借入金は、流動性リスクに晒されており
ますが、企画管理部にて月次に資金繰計画を作成して管理しております。なお、デリバティ
ブは為替リスク管理規程に従い、実需の範囲内で行うこととしております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

長期借入金 545,822 541,934 △3,888

負債計 545,822 541,934 △3,888

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計（千円）

長期借入金 － 541,934 － 541,934

負債計 － 541,934 － 541,934

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　令和４年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、市場価格のない金融商品等は、含まれておりません。

（※1）現金及び預金、電子記録債権、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入
金、未払金等は、短期で決裁されるため時価が帳簿価額に近似するものであることなどか
ら、記載を省略しております。

（※2）１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。

(3)金融商品の時価のレベルごとの内容等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定対象となる資産又は負債に係る相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルの時価を分類

しております。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品
　　該当事項はありません。
(2)時価をもって連結貸借対照表計上しない金融資産及び金融負債

(注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金は、元利合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

　現金及び預金 325,518 － － －

　電子記録債権 68,848 － 　－ －

　受取手形及び売掛金 383,928 － － －

合計 778,294 － 　－ －

１年超２年以
内（千円）

２年超３年以
内（千円）

３年超４年以
内（千円）

４年超５年以
内（千円）

５年超
（千円）

 長期借入金 85,911 44,308 32,750 28,965 167,925

連結貸借対照表計上額 時価

62,744千円 85,000千円

(1) １株当たり純資産額 321円75銭
(2) １株当たり当期純損失 49円46銭

(4）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(5）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

11．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

  当社では、栃木県において、賃貸用の倉庫（土地を含む。）を有しております。

(2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま
す。

　　　２. 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産評価書に基づく金額
であります。

12．１株当たり情報に関する注記

13．重要な後発事象に関する注記
■会社分割（新設分割）による持株会社体制への移行及び商号変更並びに定款一部変更の件
　当社は、2023年１月24日開催の取締役会において、会社分割による持株会社体制への移行及び商
号変更並びに定款の一部変更について、2023 年２月27日開催予定の第72回定時株主総会に付議す
ることを決議いたしました。詳細は、招集ご通知株主総会参考書類、第１号議案並びに第３号議案
をご確認下さい。
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貸 借 対 照 表

（2022年11月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

電 子 記 録 債 権

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 不 動 産

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

出 資 金

関係会社出資金

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金
　

1,388,153

253,511

68,848

41,399

305,393

406,098

214,385

230,324

51,384

△183,190

539,936

334,329

55,397

2,118

812

9,762

254,767

10,670

800

24,655

24,655

180,951

62,744

5,450

76,290

60

0

7,160

29,247
　

流 動 負 債 371,990

買 掛 金 55,067

短 期 借 入 金 13,330

１年内返済予定の長期借入金 177,437

リ ー ス 債 務 5,173

未 払 金 76,964

未 払 費 用 9,617

未 払 法 人 税 等 11,088

預 り 金 3,243

賞 与 引 当 金 2,570

製品保証引当金 5,079

そ の 他 12,419

固 定 負 債 353,450

長 期 借 入 金 286,783

リ ー ス 債 務 8,461

退職給付引当金 32,079

役員退職慰労引当金 2,291

預り営業保証金 22,260

そ の 他 1,574

負 債 合 計 725,441

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,195,261

資 本 金 1,970,615

資 本 剰 余 金 567,364

資 本 準 備 金 567,364

利 益 剰 余 金 △1,340,712

その他利益剰余金 △1,340,712

繰越利益剰余金 △1,340,712

自 己 株 式 △2,005

新 株 予 約 権 7,386

純 資 産 合 計 1,202,648

資 産 合 計 1,928,090 負債及び純資産合計 1,928,090
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損 益 計 算 書

(2021年12月１日から)2022年11月30日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,800,381

売 上 原 価 1,128,590

売 上 総 利 益 671,791

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 797,927

営 業 損 失 126,135

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 4,459

そ の 他 37,909 42,369

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,489

そ の 他 85,480 89,970

経 常 損 失 173,736

特 別 損 失

減 損 損 失 13,973 13,973

税 引 前 当 期 純 損 失 187,709

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,500 5,500

当 期 純 損 失 193,209
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株主資本等変動計算書

(2021年12月１日から)2022年11月30日まで

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,852,120 448,870 △1,147,503 △1,147,503 △1,983 1,151,503

誤謬の訂正による累積
的影響額

△6,169 △6,169 △6,169

遡及処理後当期残高 1,852,120 448,870 △1,153,672 △1,153,672 △1,983 1,145,334

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約

権 の 行 使 )
118,494 118,494 236,988

当 期 純 損 失 △193,209 △193,209 △193,209

自 己 株 式 の 取 得 △21 △21

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

そ の 他 6,169 6,169 6,169

当 期 変 動 額 合 計 118,494 118,494 △187,040 △187,040 △21 49,927

当 期 末 残 高 1,970,615 567,364 △1,340,712 △1,340,712 △2,005 1,195,261

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 809 1,152,313

誤謬の訂正による累積
的影響額

△6,169

遡及処理後当期残高 809 1,146,143

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約

権 の 行 使 )
236,988

当 期 純 損 失 △193,209

自 己 株 式 の 取 得 △21

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

6,577 6,577

そ の 他 6,169

当 期 変 動 額 合 計 6,577 56,504

当 期 末 残 高 7,386 1,202,648

（単位：千円）
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商品及び製品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）

個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記
　当社は、「中期経営計画2022年～2024年」を策定し、『住宅設備メーカー企業から「住まいと
暮らし」創造企業グループへ』住宅設備機器製造事業から派生する事業を事業多様化戦略により
展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まいと暮らし」を提供することのできる
企業体へと転換を図っております。
　海外事業が引き続き新型コロナウイルス感染症等の影響により伸び悩んでいること等、グルー
プ全体として十分な収益力及び財務体質の改善に至っていない状況にあります。
　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。このような状
況を早期に解消すべく、下記に記載の対応策を実施することにより、収益性及び財務体質の改善
を図って参ります。

・今後の事業戦略について
　当社は、上記のとおり世界情勢の先行きが未だ不透明な状況の中で、海外事業にかわる新たな
事業を事業多様化戦略に取り組む必要があると考えており、従前から取り組んできた基幹事業で
ある衛生陶器事業に加えて、新規事業として立ち上げた一般住宅向け太陽光発電システム及び蓄
電池システム事業に加え、EVスタンド機器の販売事業を立ち上げ、新たな収益基盤の確保に努め
て参ります。
・財務基盤の安定化
　当社は事業成長と安定した収益基盤の整備に必要な資金を調達するため、2022年９月22日開催
の取締役会において、2022年10月12日を割当日とする第三者割当による新株式及び第５回新株予
約権並びに第６回新株予約権の発行を決議し、新株式の発行による資金調達が完了するととも
に、第４四半期会計期間以降において新株予約権の行使による資金調達を行って参ります。
　しかしながら、これらの諸施策は新規事業の立ち上げも含まれていることから計画通りの進捗
が確約されているものではなく、今後の事業の進捗状況によっては、資金繰りに重要な影響を及
ぼす可能性があることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま
す。
　なお、当社の計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な
不確実性の影響を計算書類に反映しておりません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のないもの以外 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法によっております。）

市場価格のないもの 移動平均法による原価法
②　デリバティブ 時価法
③　棚卸資産

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産　定率法

　を除く）および投資不動産　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備および構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物、構築物　　　　　　３～53年
工具、器具及び備品　　　２～18年
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②　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）によっております。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 期末日現在に有する売掛債権等の貸倒れによる損失に備え

るために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるために、翌事業年度支給予定額
のうち当事業年度に属する支給対象期間見合額を計上して
おります。

③　製品保証引当金 製品の保証に備えるため、無償修理実積率により引当金を
計上しております。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務および中小企業退職金共済制度による退職金支
給見込額に基づき計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払いに備えるために、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なにおける主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下の通りであります。

住宅設備機器事業においては、主に衛生機器及び洗面機器の製造及び販売を行っておりま
す。このような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した
時点で収益を認識しております。
なお、商品及び製品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他
の当事者が提供する商品及び製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除
した純額を収益として認識しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

(6) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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３．会計方針の変更
(収益認識に関する会計基準等の適用)
　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。) 等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと
いたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影
響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用して
おります。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前ま
でに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及
適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事
業年度の期首より前までに行われた契約変更について、期首より前に新たな会計方針を遡及適用
した場合の累積的影響額は軽微であるため、当事業年度の期首から新たな会計方針を適用してお
ります。この結果、収益認識会計基準の適用による、当事業年度の計算書類に与える影響は軽微
であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品
に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱
いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとい
たしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

４．表示方法の変更
該当事項はありません。

５．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産評価損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額　△4,799千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社では、過去の販売・使用実績及び今後の販売・使用見込みから考えて収益性が低下して
いると見込まれる在庫については、内規に基づいて算出した評価損金額を帳簿価額から切り下
げ、当該評価損金額を損益計算書に計上しております。
　今後の在庫の販売・使用が減少することにより、収益性が低下していると見込まれる在庫が
増加する場合には、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

６．会計上の見積りの変更
　該当事項はありません。

７．過去の誤謬の修正
　過年度より計上すべきであった製品保証引当金が計上されておりませんでした。前事業年度以
前の累積的影響額は、前事業年度の期首の資産、負債及び純資産の額に反映しております。この
結果、前事業年度の期首の純資産の額は8,018千円減少しております。
　また、当該修正再表示の結果、前事業年度の貸借対照表は、製品保証引当金が6,169千円増加
し、利益剰余金が同額減少しております。
　なお、当該誤謬の訂正に関する、損益計算書及び、１株当たり当期純損失への影響はありませ
ん。
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(1) 担保に供している資産 建物 57,516千円
土地 254,767千円
投資不動産 62,744千円

　計 375,027千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 678,030千円

短期金銭債権 242,696千円
長期金銭債権 7,160千円

売上高
販売費及び一般管理費

17,279千円
125千円

受取利息 4,454千円

（単位：株）

当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 2,100 35 － 2,135

繰延税金資産
棚卸資産評価損 7,601千円
貸倒引当金 56,019千円
退職給付引当金 9,809千円
繰越欠損金 332,811千円
その他 48,966千円

繰延税金資産小計 455,209千円

評価性引当額 △455,209千円

繰延税金資産合計 0千円

８．貸借対照表に関する注記

上記物件は、１年内返済予定の長期借入金177,437千円ならびに長期借入金274,857千円の
担保に供しております。

　(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

９．損益計算書に関する注記
  　  関係会社との取引高

10. 株主資本等変動計算書に関する注記
  自己株式の種類および株式数に関する事項

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加35株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

11．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
内訳

　　　当事業年度は、税引前当期純損失のため、注記を省略しております。

12．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌および事務機器等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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種類
会社等の
名称

議決権等の
所有

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
V I N A
A S A H I
CO.,LTD.

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
売上高

184,161
179,680

3,990
4,500

短期貸付金
長期貸付金
未収入金
売掛金

176,724
7,160
2,422

500

子会社

株式会社
アサヒホ
ームテク

ノ

所有
直接100％

資金の貸付
資金の貸付
利息の受取
売上高

3,600
0

8,348

短期貸付金
未収入金
売掛金

3,600
0

3,000

子会社
アサヒニ
ノス株式
会 社

所有
直接86.4％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
利息の受取
売上高
雑費

50,000
464

4,104
125

短期貸付金
未収入金
売掛金
未払費用

50,000
5,890

200
125

子会社

株式会社
チャミ・
コーポレ
ーション

所有
直接50.8％

売上高 売上高 327 売掛金 360

役員か
つ主要
株主

星野和也
被所有
直接3.19％

資金の借入 資金の借入 13,330 短期借入金 13,330

役員か
つ主要
株主

カントリ
ーガーデ
ン・ジャ
パン株式
会 社

被所有
直接6.20％

資金の借入 資金の借入 100,000 －

(1) １株当たり純資産額 323円76銭
(2) １株当たり当期純損失 58円47銭

13．関連当事者との取引に関する注記

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。
　　　２．子会社への貸倒懸念債権(短期貸付金及び長期貸付金)に対し、175,335千円の貸倒引

当金を計上しております。
　　　　　また、当事業年度において53,259千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

14．１株当たり情報に関する注記

15．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
2023年１月24日

アサヒ衛陶株式会社

取締役会　御中

監査法人アリア
東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂 木 秀 俊 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 中 康 之 ㊞
　監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、アサヒ衛陶株式会社の2021年12月１日から

2022年11月30日までの連結会計事業年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、アサヒ衛陶株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間

の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは、世界的な新型コロナウィ

ルスの感染拡大等による影響から成長戦略が停滞しており、グループ全体として十分な収益力及び財

務体質の改善に至っていない状況にある。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記

に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実

性の影響は連結計算書類に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備

及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤り

連結計算書類に係る会計監査報告
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の兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結

計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能

性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込

まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す

る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、

並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又

は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以　上
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独立監査人の監査報告書

2023年１月24日

アサヒ衛陶株式会社

取締役会　御中

監 査 法 人 ア リ ア
東 京 都 港 区
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂 木 秀 俊 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 中 康 之 ㊞

　
　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アサヒ衛陶株式会社の2021年12月１

日から2022年11月30日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監

査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは、世界的な新型コロナウィ

ルスの感染拡大等による影響から成長戦略が停滞しており、グループ全体として十分な収益力及び財

務体質の改善に至っていない状況にある。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記

に記載されている。計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の

影響は計算書類に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備

及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ

るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候

があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する

内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不

確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する

計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求

められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事

象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び

に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
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は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2021年12月１日から2022年11月30日までの第72期事業年度における取締役の職

務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議
の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及び情報交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年１月24日

アサヒ衛陶株式会社　監査等委員会

監 査 等 委 員 三 村 淳 司 ㊞

監 査 等 委 員 米 津 　 航 ㊞

監 査 等 委 員 棟 朝 英 美 ㊞

　
(注) 監査等委員三村淳司及び米津航並びに棟朝英美は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規

定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以　上
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